
規約の⼀部改訂について（改定⽇︓2025年8月1⽇） 

VISA 

FFGカード会員規約 
改定前 改定後 

第２２条（反社会的勢⼒の排除） 

1. 会員は、現在、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、総会屋

等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴⼒集団等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴⼒団員等」という）に該当しないこ

と、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとします。 

① 暴⼒団員等が経営を⽀配していると認められる関係を有すること。 

② 暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

③ ⾃⼰、⾃社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴⼒団員等を利⽤してい

ると認められる関係を有すること。 

④ 暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

2. 会員は、⾃らまたは第三者を利⽤して、当社に対し次の各号の⼀にでも該当する⾏為を⾏わないことを確約するものとします。 

① 暴⼒的な要求⾏為 

② 法的な責任を超えた不当な要求⾏為 

③ 取引に関して、脅迫的な⾔動をし、または暴⼒を⽤いる⾏為 

④ 風説を流布し、偽計もしくは威⼒を⽤いて信⽤を毀損し、または業務を妨害する⾏為 

⑤ その他前各号に準ずる⾏為 

3. 会員が、暴⼒団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する⾏為をし、または第１項の規定に

もとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、会員との取引を継続することが不適切である場合には、会員は当社から請求

があり次第、当社に対するいっさいの債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁済します。 

4. 前項の規定の適⽤により、会員に損害が生じた場合にも、当社になんらの請求をしません。また、当社に損害が生じたときは、会員がその

責任を負います。 

5. 会員は、本契約締結⽇時点で会員と当社との間に存在する⼀切の融資・ローン・クレジットカード取引についても、本条項が適⽤されるこ

とに同意いたします。 

 

最終項へ移動、以下項番繰り上げ 

第２３条（会員資格の取消） 

1. 当社は、会員が次のいずれかに該当した場合、その他当社において会員として不適格と認めた場合は、通知・催告等をせずに会員資格を

取消すことができるものとします。 

① カード、ローン等の申込に際し、⽒名、住所、勤務先、年収、家族構成等、会員の特定、信⽤状況の判断に係る事実について虚偽の申

告をした場合 

② 本規約のいずれかに違反した場合 

③ 当社に対するカード利⽤に係る債務の履⾏を怠った場合 

第２２条（会員資格の取消） 

1. 当社は、会員が次のいずれかに該当した場合、その他当社において会員として不適格と認めた場合は、通知・催告等をせずに会員資格を

取消すことができるものとします。 

① カード、ローン等の申込に際し、⽒名、住所、勤務先、年収、家族構成等、会員の特定、信⽤状況の判断に係る事実について虚偽の申

告をした場合 

② 本規約のいずれかに違反した場合 

③ 当社に対するカード利⽤に係る債務の履⾏を怠った場合 



④ 換⾦を目的とした商品購⼊の疑い等、会員のカードの利⽤状況が不適当または不審があると当社が判断した場合 

⑤ カード発⾏後２ヵ⽉以内に決済⼝座の設定⼿続が完了しない場合 

⑥ 会員が死亡した場合または会員の親族等から会員が死亡した旨の連絡があった場合 

⑦ 当社または当社の委託先・派遣元等の従業員に対して次の（イ）から（ホ）に掲げる⾏為その他当該従業員の安全や精神衛生等を

害するおそれのある⾏為をした場合（第三者を利⽤して⾏った場合を含む）（イ）暴⼒、威嚇、脅迫、強要等（ロ）暴⾔、性的な⾔

動、誹謗中傷、ストーカー⾏為その他⼈格を攻撃する⾔動（ハ）⼈種、⺠族、門地、職業その他の事項に関する差別的⾔動（ニ）⻑

時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ（ホ）⾦品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容もしくは態様が社会通念

に照らして著しく不相当と認められる要求等 

⑧ 会員に対し第４条第５項または第１４条第７項または第８項の調査等が完了しない場合や調査の結果当社が会員として不適格と判

断した場合や会員がこれらの調査等に対し虚偽の回答をした場合 

⑨ 会員が、本会員として当社から複数のカードを貸与されている場合、他のカードについて上記①から⑧に記載した事項のいずれかに該当す

る事由が生じたとき 

2. 本会員の信⽤状態が悪化したと認められるときも前項に準ずるものとします。 

3. 当社は、会員が本条の事由に該当した場合、会員の保有する当社が発⾏する全てのカードについて通知・催告等をせずに会員資格を取

消すことができるものとし、当社と会員とのその他の契約についても通知・催告等をせずに解除することができるものとします。 

4. 会員資格を取消されたときは、当社が必要と認めた場合には、本会員は速やかにカードおよびチケット等当社から貸与された物品を当社に

返還するものとします。また、会員資格を取消された場合、会員は当社に対する会員資格に基づく権利を喪失するものとします。 

5. 当社は、会員資格の取消を⾏なった場合、カードおよびチケット等の無効通知ならびに無効登録を⾏い、加盟店等を通じてこれらの返還

を求めることができるものとします。会員は、加盟店等からこれらの返還を求められたときは、直ちに当該加盟店等を通じて当社に返還する

ものとします。 

6. 本会員は、会員資格の取消後においても、カードを利⽤しまたは利⽤されたとき（会員番号の使⽤を含む）は当該使⽤によって生じたカ

ード利⽤に係る全ての債務について⽀払いの責を負うものとします。 

 

④ 換⾦を目的とした商品購⼊の疑い等、会員のカードの利⽤状況が不適当または不審があると当社が判断した場合 

⑤ カード発⾏後２ヵ⽉以内に決済⼝座の設定⼿続が完了しない場合 

⑥ 会員が死亡した場合または会員の親族等から会員が死亡した旨の連絡があった場合 

⑦ 会員が、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、総会屋等、社会

運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴⼒集団等、テロリスト等、⽇本政府または外国政府が経済制裁・資産凍結等の対象として指定する

者、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴⼒団員等」という）に該当した場合、または次の(イ)から(ロ)のいずれかに該当した場合 

(イ)⾃⼰、⾃社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴⼒団員等を利⽤し

ていると認められる関係を有すること 

(ロ)暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

⑧ 会員が、⾃らまたは第三者を利⽤して、次の(イ)から(ホ)までのいずれかに該当する⾏為をした場合 

(イ)暴⼒的な要求⾏為 (ロ)法的な責任を超えた不当な要求⾏為 (ハ)取引に関して、脅迫的な⾔動をし、または暴⼒を⽤いる⾏為 

(ニ)風説を流布し、偽計もしくは威⼒を⽤いて当社の信⽤を毀損し、または当社の業務を妨害する⾏為 (ホ)その他前記(イ)から(ニ)に準

ずる⾏為 

⑨ 当社または当社の委託先・派遣元等の従業員に対して次の（イ）から（ホ）に掲げる⾏為その他当該従業員の安全や精神衛生等を

害するおそれのある⾏為をした場合（第三者を利⽤して⾏った場合を含む） 

（イ）暴⼒、威嚇、脅迫、強要等（ロ）暴⾔、性的な⾔動、誹謗中傷、ストーカー⾏為その他⼈格を攻撃する⾔動（ハ）⼈種、⺠族、門

地、職業その他の事項に関する差別的⾔動（ニ）⻑時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ（ホ）⾦品の要求、特別対応の要求、実

現不可能な要求、その他内容もしくは態様が社会通念に照らして著しく不相当と認められる要求等 

⑩ 会員に対し第４条第５項または第１４条第７項または第８項の調査等が完了しない場合や調査の結果当社が会員として不適格と判

断した場合や会員がこれらの調査等に対し虚偽の回答をした場合 

⑪ 会員が、本会員として当社から複数のカードを貸与されている場合、他のカードについて上記①から⑩に記載した事項のいずれかに該当す

る事由が生じたとき 

⑫ 当社が更新カードを発⾏しないで、カードの有効期限が経過したとき。 

2. 本会員の信⽤状態が悪化したと認められるときも前項に準ずるものとします。 

3. 当社は、会員が本条の事由に該当した場合、会員の保有する当社が発⾏する全てのカードについて通知・催告等をせずに会員資格を取

消すことができるものとし、当社と会員とのその他の契約についても通知・催告等をせずに解除することができるものとします。 

4. 会員資格を取消されたときは、当社が必要と認めた場合には、本会員は速やかにカードおよびチケット等当社から貸与された物品を当社に

返還するものとします。また、会員資格を取消された場合、会員は当社に対する会員資格に基づく権利を喪失するものとします。 

5. 当社は、会員資格の取消を⾏なった場合、カードおよびチケット等の無効通知ならびに無効登録を⾏い、加盟店等を通じてこれらの返還

を求めることができるものとします。会員は、加盟店等からこれらの返還を求められたときは、直ちに当該加盟店等を通じて当社に返還する

ものとします。 

6. 本会員は、会員資格の取消後においても、カードを利⽤しまたは利⽤されたとき（会員番号の使⽤を含む）は当該使⽤によって生じたカ

ード利⽤に係る全ての債務について⽀払いの責を負うものとします。 

 

第２５条（費用の負担） 

会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際して発生する各

種取扱⼿数料（ただし、当社が受領するものは除きます）、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他公租公課を負担するも

第２４条（費用の負担） 

1. 会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際して発生する

各種取扱⼿数料（ただし、当社が受領するものは除きます）、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他公租公課を負担



のとします。 

 

するものとします。 

2. 会員が⽀払期⽇において当社に⽀払うべき債務の⼝座振替、引落しもしくは⾃動払込みができない場合、または当社指定⼝座への振込

が⽀払期⽇までにされなかった場合には、システム処理料、事務⼿数料およびその他カード利⽤代⾦等（ただし、キャッシング利⽤代⾦を

除く）の弁済の受領に要する費⽤として、当社所定の⼿数料を会員は負担するものとします。 

 

第４章 書面の交付 

第４９条（キャッシング利用時およびお⽀払い時の書面の交付） 

本会員は、当社が適当と認めた⽇より、当社が貸⾦業法第１７条第１項に規定された書⾯の交付に代えて、同第６項に規定された書⾯、

および貸⾦業法第１８条第１項に規定された書⾯の交付に代えて、同第３項に規定された書⾯を交付することができることを承諾するものと

します。 

※貸⾦業法施⾏⽇（平成１９年１２⽉１９⽇）以前に⼊会した本会員は、当社から上記第４９条に関する通知または上記第４９条

を含む本規約の送付を初めて受けた場合、１ヶ⽉以内に異議を申し⽴てることができるものとします。 

 

第４章 書面の交付 

第４８条（キャッシング利用時およびお⽀払い時の書面の交付） 

本会員は、当社が適当と認めた⽇より、当社が貸⾦業法第１７条第１項に規定された書⾯の交付に代えて、同第６項に規定された書⾯、

および貸⾦業法第１８条第１項に規定された書⾯の交付に代えて、同第３項に規定された書⾯を交付することができることを承諾するものと

します。 

※貸⾦業法施⾏⽇（平成１９年１２⽉１９⽇）以前に⼊会した本会員は、当社から上記第４８条に関する通知または上記第４８条

を含む本規約の送付を初めて受けた場合、１ヶ⽉以内に異議を申し⽴てることができるものとします。 

 

＜ご相談窓口＞ 

2. 宣伝印刷物の送付等営業案内の中止のお申出は、下記までお願いします。 

＜ご相談窓口＞ 

2. カード等の利⽤、請求内容等に係るお問合わせおよび宣伝印刷物の送付等営業案内 

個人情報の取扱いに関する同意条項 

改定前 改定後 

第１条（個人情報の収集・保有・利用等） 

１. 会員または会員の予定者（以下総称して「会員等」という）は、本規約（本申込みを含む。以下同じ）を含む当社との取引の与信判

断および与信後の管理ならびに付帯サービス提供のため、下記①から⑨の情報（以下これらを総称して「個⼈情報」という）を当社が保

護措置を講じた上で収集（映像､その他の電磁的記録として取得･保存することを含む）・保有・利⽤することに同意します。なお、与信

後の管理には、カードの利⽤確認、本会員へのカードご利⽤代⾦のお⽀払い等のご案内（⽀払遅延時の請求を含みます）をすること

（下記②の契約情報を含む家族カードに関するお⽀払い等のご案内は、本会員にご案内します）、および法令に基づき市区町村の要

求に従って会員の個⼈情報（⼊会申込書の写し・残⾼通知書等）を市区町村に提出し住⺠票・住⺠除票の写し・⼾籍謄抄本・除籍

謄本等（これらの電⼦化されたものにかかる記載事項の証明書を含みます）の交付を受けて連絡先の確認や債権管理その他の会員管

理のために利⽤すること、を含むものとします。 

① 申込み時または⼊会後に会員等が提出する申込書、届出書、その他の書類に記⼊しまたは記載されている⽒名、年齢、生年⽉⽇、住

所、電話番号、電⼦メールアドレス、運転免許証番号、職業、勤務先、取引を⾏う目的、資産、負債、収⼊、国籍、在留資格、在留期

間に関する情報等の情報（以下総称して「⽒名等」という）、本規約に基づき届出られた情報、当社届出電話番号の現在および過去

の有効性（通話可能か否か）に関する情報､電話接続状況履歴（全国の固定電話および携帯電話の接続状況調査の履歴で､調査

年⽉⽇､電話接続状況､移転先電話番号が含まれる）ならびにお電話等でのお問合せ等により当社が知り得た⽒名等の情報（以下総

称して「属性情報」という） 

② 会員のご利⽤に関する申込⽇、契約⽇、ご利⽤店名、商品名、契約額、⽀払回数、IDその他の識別情報等のご利⽤状況および契約

内容に関する情報（クレジットカード利⽤可能加盟店等から当社が適法に取得する情報を含み､以下「契約情報」という） 

③ 会員のご利⽤残⾼、お⽀払い状況等本規約により発生した客観的取引事実に基づく信⽤情報 

④ 来店、お電話等でのお問合せ等により当社が知り得た情報（映像・通話内容を含む） 

⑤ 当社または決済⼝座のある⾦融機関等での取引時確認状況 

第１条（個人情報の収集・保有・利用等） 

１. 会員または会員の予定者（以下総称して「会員等」という）は、本規約（本申込みを含む。以下同じ）を含む当社との取引の与信判

断および与信後の管理ならびに付帯サービス提供のため、下記①から⑨の情報（以下これらを総称して「個⼈情報」という）を当社が保

護措置を講じた上で収集（映像､その他の電磁的記録として取得･保存することを含む）・保有・利⽤することに同意します。なお、与信

後の管理には、カードの利⽤確認、本会員へのカードご利⽤代⾦のお⽀払い等のご案内（⽀払遅延時の請求を含みます）をすること

（下記②の契約情報を含む家族カードに関するお⽀払い等のご案内は、本会員にご案内します）、および法令に基づき市区町村の要

求に従って会員の個⼈情報（⼊会申込書の写し・残⾼通知書等）を市区町村に提出し住⺠票・住⺠除票の写し・⼾籍謄抄本・除籍

謄本等（これらの電⼦化されたものにかかる記載事項の証明書を含みます）の交付を受けて連絡先の確認や債権管理その他の会員管

理のために利⽤すること、を含むものとします。 

① 申込み時または⼊会後に会員等が提出する申込書、届出書、その他の書類に記⼊しまたは記載されている⽒名、年齢、生年⽉⽇、住

所、電話番号、電⼦メールアドレス、運転免許証番号、職業、勤務先、取引を⾏う目的、資産、負債、収⼊、国籍、在留資格、在留期

間に関する情報等の情報（以下総称して「⽒名等」という）、本規約に基づき届出られた情報、当社届出電話番号の現在および過去

の有効性（通話可能か否か）に関する情報､電話接続状況履歴（全国の固定電話および携帯電話の接続状況調査の履歴で､調査

年⽉⽇､電話接続状況､移転先電話番号が含まれる）ならびにお電話等でのお問合せ等により当社が知り得た⽒名等の情報（これら

すべての変更情報を含み、以下総称して「属性情報」という） 

② 会員のご利⽤に関する申込⽇、契約⽇、ご利⽤店名、商品名、契約額、⽀払回数、IDその他の識別情報等のご利⽤状況および契約

内容に関する情報（加盟店等から当社が適法に取得する情報を含み､以下「契約情報」という） 

③ 会員のご利⽤残⾼、お⽀払い状況等本規約により発生した客観的取引事実に基づく信⽤情報 

④ 来店、お電話等でのお問合せ等により当社が知り得た情報（映像・通話内容を含む） 

⑤ 当社または決済⼝座のある⾦融機関等での取引時確認状況 



⑥ 当社が適法かつ適正な⽅法で収集した住⺠票等公的機関が発⾏する書類に記載されている事項 

⑦ 官報や電話帳等の公開情報 

⑧ 会員等のインターネット（アプリ､アフィリエイトサイトを含む）上での閲覧履歴､商品購買履歴､サービス利⽤履歴､位置情報等の履歴情

報､利⽤されている端末の情報､ネットワーク情報（IPアドレス等）等 

⑨ 本項各号に定める情報に付帯する個⼈関連情報（第三者から提供を受け個⼈データとなる個⼈関連情報を含む） 

２. 会員は、当社が下記の目的のために前項の①②③④⑧⑨の個⼈情報を利⽤することを同意します。 

① 当社のクレジットカード関連事業（キャッシング・ローン等の⾦銭貸付事業を含む。以下同じ）における新商品情報のお知らせ、関連する

アフターサービス 

② 当社のクレジットカード関連事業における市場調査、商品開発 

③ 当社のクレジットカード関連事業における宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール送信等その他の通信⼿段を⽤いた営業活動 

④ 当社が認めるクレジットカード利⽤可能加盟店等その他当社の提携する者等の営業に関する宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メ

ール等その他の通信⼿段を⽤いた送信 

⑤ 当社が認めるクレジットカード利⽤加盟店等その他地⽅公共団体等および当社の提携する者等の各種プロモーション活動等を⽀援するデ

ータ分析サービスにおいて､個⼈情報に係るデータを照合､分析することにより､統計レポートを作成すること（個⼈を識別し得ない統計情

報として加工したものに限る） 

※なお、上記の当社の具体的な事業内容については、当社所定の⽅法（インターネットの当社ホームページへの常時掲載）によってお知らせ

します。 

３. 会員等は､当社が各種法令の規定により提出を求められた場合およびそれに準ずる公共の利益のために必要がある場合､公的機関等に

会員等の個⼈情報を提供することに同意します｡ 

 

⑥ 当社が適法かつ適正な⽅法で収集した住⺠票等公的機関が発⾏する書類に記載されている事項 

⑦ 官報や電話帳等の公開情報 

⑧ 会員等のインターネット（アプリ､アフィリエイトサイトを含む）上での閲覧履歴､商品購買履歴､サービス利⽤履歴､位置情報等の履歴情

報､利⽤されている端末の情報､ネットワーク情報（IPアドレス等）等 

⑨ 本項各号に定める情報に付帯する個⼈関連情報（第三者から提供を受け個⼈データとなる個⼈関連情報を含む） 

２. 会員は、当社がクレジット事業（クレジットカード、ファクタリングを含む）、保証事業、融資事業、集⾦代⾏事業その他これらに付随する

事業の次の目的のために前項の①②③④⑧⑨の個⼈情報を利⽤することを同意します。 

① 新商品情報のお知らせ、関連するアフターサービス 

② 市場調査、商品開発 

③ 宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール送信等その他の通信⼿段を⽤いた営業活動 

④ 当社が認める加盟店等その他当社の提携する者等の営業に関する宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール等その他の通信⼿段

を⽤いた送信 

⑤ 当社が認める加盟店等その他地⽅公共団体等および当社の提携する者等の各種プロモーション活動等を⽀援するデータ分析サービスに

おいて､個⼈情報に係るデータを照合､分析することにより､統計レポートを作成すること（個⼈を識別し得ない統計情報として加工したも

のに限る） 

※なお、上記の当社の具体的な事業内容については、当社所定の⽅法（インターネットの当社ホームページへの常時掲載）によってお知らせ

します。 

３. 会員等は､当社が各種法令の規定により提出を求められた場合およびそれに準ずる公共の利益のために必要がある場合､公的機関等に

会員等の個⼈情報を提供することに同意します｡ 

 

個人情報の取扱いに関する重要事項 

改定前 改定後 

第１条（個人情報の収集・保有・利用等） 

１. 会員または会員の予定者（以下総称して「会員等」という）は、本規約（本申込みを含む。以下同じ）を含む株式会社FFGカード

（以下「当社」という）との取引の与信判断および与信後の管理ならびに付帯サービス提供のため、下記①から⑦の情報（以下これらを

総称して「個⼈情報」という）を当社が保護措置を講じた上で収集・保有・利⽤することに同意します。なお、与信後の管理には、カード

の利⽤確認、本会員へのカードご利⽤代⾦のお⽀払い等のご案内（⽀払遅延時の請求を含みます）をすること（下記②の契約情報

を含む家族カードに関するお⽀払い等のご案内は、本会員にご案内します）、および、法令に基づき市区町村の要求に従って会員の個

⼈情報（⼊会申込書の写し・残⾼通知書等）を市区町村に提出し住⺠票・住⺠除票の写し・⼾籍謄抄本・除籍謄本等（これらの

電⼦化されたものにかかる記載事項の証明書を含みます）の交付を受けて連絡先の確認や債権回収のために利⽤すること、を含むもの

とします。 

① 申込み時若しくは⼊会後に会員等が申込書等に記⼊し若しくは会員等が提出する書類等に記載されている⽒名、年齢、生年⽉⽇、住

所、電話番号、電⼦メールアドレス、運転免許番号、職業、勤務先、取引を⾏う目的、資産、負債、収⼊等の情報（以下総称して

「⽒名等」という）、本規約に基づき届出られた情報および当社届出の現在および過去の有効性（通話可能か否か）に関する情報な

らびにお電話等でのお問合せ等により当社が知り得た⽒名等の情報（以下総称して「属性情報」という） 

② 会員のご利⽤に関する申込⽇、契約⽇、ご利⽤店名、商品名、契約額、⽀払回数等のご利⽤状況および契約内容に関する情報

（以下「契約情報」という） 

１．個人情報の収集・保有・利用等 

(1) 会員または会員の予定者（以下総称して「会員等」という）は、本規約（本申込みを含む。以下同じ）を含む株式会社FFGカード

（以下「当社」という）との取引の与信判断および与信後の管理ならびに付帯サービス提供のため、下記①から⑦の情報（以下これらを

総称して「個⼈情報」という）を当社が保護措置を講じた上で収集・保有・利⽤することに同意します。なお、与信後の管理には、カード

の利⽤確認、本会員へのカードご利⽤代⾦のお⽀払い等のご案内（⽀払遅延時の請求を含みます）をすること（下記②の契約情報

を含む家族カードに関するお⽀払い等のご案内は、本会員にご案内します）、および、法令に基づき市区町村の要求に従って会員の個

⼈情報（⼊会申込書の写し・残⾼通知書等）を市区町村に提出し住⺠票・住⺠除票の写し・⼾籍謄抄本・除籍謄本等（これらの

電⼦化されたものにかかる記載事項の証明書を含みます）の交付を受けて連絡先の確認や債権回収のために利⽤すること、を含むもの

とします。 

① 申込み時若しくは⼊会後に会員等が申込書等に記⼊し若しくは会員等が提出する書類等に記載されている⽒名、年齢、生年⽉⽇、住

所、電話番号、電⼦メールアドレス、運転免許番号、職業、勤務先、取引を⾏う目的、資産、負債、収⼊、国籍、在留資格、在留期

間に関する情報等の情報（以下総称して「⽒名等」という）、本規約に基づき届出られた情報、当社届出電話番号の現在および過去

の有効性（通話可能か否か）に関する情報、電話接続状況履歴（全国の固定電話および携帯電話の接続状況調査の履歴で、調

査年⽉⽇、電話接続状況、移転先電話番号が含まれる）ならびにお電話等でのお問合せ等により当社が知り得た⽒名等の情報（こ

れらすべての変更情報を含み、以下総称して「属性情報」という） 



③ 会員のご利⽤残⾼、お⽀払い状況等本規約により発生した客観的取引事実に基づく信⽤情報 

④ 来店、お電話等でのお問合せ等により当社が知り得た情報（映像・通話内容を含む） 

⑤ 当社または決済⼝座のある⾦融機関等での取引時確認状況 

⑥ 当社が適法かつ適正な⽅法で収集した住⺠票等公的機関が発⾏する書類に記載されている事項 

⑦ 官報や電話帳等の公開情報 

２. 会員は、当社が下記の目的のために前項の①②③④⑤の個⼈情報を利⽤することを同意します。 

① 当社のクレジットカード関連事業（キャッシング・ローン等の⾦銭貸付事業を含む。以下同じ）における新商品情報のお知らせ、関連する

アフターサービス 

② 当社のクレジットカード関連事業における市場調査、商品開発 

③ 当社のクレジットカード関連事業における宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール送信等その他の通信⼿段を⽤いた営業活動 

④ 当社が認めるクレジットカード利⽤可能加盟店等その他当社の提携する者等の営業に関する宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦

メール送信等その他の通信⼿段を⽤いた送信 

⑤ 当社が認めるクレジットカード利⽤加盟店等その他地⽅公共団体等および当社の提携する者等の各種プロモーション活動等を⽀援する

データ分析サービス提供のために統計レポートの作成（個⼈を識別し得ない統計情報として加工したもにに限る） 

 

② 会員のご利⽤に関する申込⽇、契約⽇、ご利⽤店名、商品名、契約額、⽀払回数、IDその他の識別情報等のご利⽤状況および契約

内容に関する情報（加盟店等から当社が適法に取得する情報を含み、以下「契約情報」という） 

③ 会員のご利⽤残⾼、お⽀払い状況等本規約により発生した客観的取引事実に基づく信⽤情報 

④ 来店、お電話等でのお問合せ等により当社が知り得た情報（映像・通話内容を含む） 

⑤ 当社または決済⼝座のある⾦融機関等での取引時確認状況 

⑥ 当社が適法かつ適正な⽅法で収集した住⺠票等公的機関が発⾏する書類に記載されている事項 

⑦ 官報や電話帳等の公開情報 

⑧ 会員等のインターネット（アプリ、アフィリエイトサイトを含む）上での閲覧履歴、商品購買履歴、サービス利⽤履歴、位置情報等の履歴

情報、利⽤されている端末の情報、ネットワーク情報（IPアドレス等）等 

⑨ 本項各号に定める情報に付帯する個⼈関連情報（第三者から提供を受け個⼈データとなる個⼈関連情報を含む） 

(2) 会員は、当社がクレジット事業（クレジットカード、ファクタリングを含む）、保証事業、融資事業、集⾦代⾏事業その他これらに付随する

事業の次の目的のために前項の①②③④⑧⑨の個⼈情報を利⽤することを同意します。 

① 新商品情報のお知らせ、関連するアフターサービス 

② 市場調査、商品開発 

③ 宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール送信等その他の通信⼿段を⽤いた営業活動 

④ 当社が認める加盟店等その他当社の提携する者等の営業に関する宣伝物・印刷物の送付、電話および電⼦メール送信等その他の通

信⼿段を⽤いた送信 

⑤ 当社が認める加盟店等その他地⽅公共団体等および当社の提携する者等の各種プロモーション活動等を⽀援するデータ分析サービス

提供のために統計レポートの作成（個⼈を識別し得ない統計情報として加工したもにに限る） 

※なお、上記の当社の具体的な事業内容については、当社所定の⽅法（インターネットの当社ホームページへの常時掲載）によってお知らせ

します。 

会員等は、当社が各種法令の規定により提出を求められた場合およびそれに準ずる公共の利益のために必要がある場合、公的機関等に会

員等の個⼈情報を提供することに同意します。 

ｉＤ会員特約（携帯型︓個人用） 
改定前 改定後 

第１２条（会員保障制度） 

1. 前条第１項の規定にかかわらず、当社はｉＤ会員（携帯型）が紛失・盗難により他⼈にｉＤ携帯またはｉＤ会員情報を不正利⽤さ

れた場合であって、前条第２項の警察ならびに当社への届出がなされたときは、これによってｉＤ会員（携帯型）が被る本決済システム

での不正利⽤による損害をてん補します。 

2. 保障期間は、ｉＤ携帯の⼊会⽇から決済⽤カードの最初に到来する保障期限までとし、以降⼀年毎に⾃動的に更新されるものとしま

す。 

3. 次の場合は、当社はてん補の責を負いません。 

(1) ｉＤ会員（携帯型）の故意もしくは重大な過失に起因する損害。 

(2) 損害の発生が保障期間外の場合。 

(3) ｉＤ会員（携帯型）の家族・同居⼈・当社から通知したアクセスコードの受領の代理⼈による不正利⽤に起因する場合。 

(4) ｉＤ会員（携帯型）が本条第４項の義務を怠った場合。 

(5) 紛失・盗難または被害状況の届けが虚偽であった場合。 

第１２条（会員保障制度） 

1. 前条第１項の規定にかかわらず、当社はｉＤ会員（携帯型）が紛失・盗難により他⼈にｉＤ携帯またはｉＤ会員情報を不正利⽤

された場合であって、前条第２項の警察ならびに当社への届出がなされたときは、これによってｉＤ会員（携帯型）が被る本決済シス

テムでの不正利⽤による損害をてん補します。 

2. 保障期間は、ｉＤ携帯の⼊会⽇から決済⽤カードの最初に到来する保障期限までとし、以降⼀年毎に⾃動的に更新されるものとしま

す。 

3. 次の場合は、当社はてん補の責を負いません。なお、本項において会員の故意過失を明示的に記載しているものを除き、会員の故意過

失は問わないものとします。 

(1) ｉＤ会員（携帯型）の故意もしくは重大な過失に起因する損害。 

(2) 損害の発生が保障期間外の場合。 

(3) ｉＤ会員（携帯型）の家族・同居⼈・当社から通知したアクセスコードの受領の代理⼈による不正利⽤に起因する場合。 

(4) ｉＤ会員（携帯型）が本条第４項の義務を怠った場合。 



(6)  暗証番号⼊⼒を伴う取引についての損害。（ただし、当社に登録されている暗証番号の管理について、会員に故意または過失がないと

当社が認めた場合はこの限りではありません。） 

(7) 前条第２項の紛失・盗難の通知を当社が受領した⽇の６１⽇以前に生じた損害。 

(8) 戦争・地震等による著しい秩序の混乱中に生じた紛失・盗難に起因する損害。 

(9) その他本特約および会員規約の違反に起因する損害。 

4. ｉＤ会員（携帯型）は、損害のてん補を請求する場合、損害の発生を知った⽇から３０⽇以内に当社がてん補に必要と認める書類を

提出すると共に、被害状況等の調査に協⼒するものとします。 

 

(5) 紛失・盗難または被害状況の届けが虚偽であった場合。 

(6) 暗証番号⼊⼒を伴う取引についての損害。（ただし、当社に登録されている暗証番号の管理について、会員に故意または過失がないと

当社が認めた場合はこの限りではありません。） 

(7) ｉＤ会員（携帯型）が複数回に亘り類似の紛失・盗難等の被害に遭い、当該被害がｉＤ会員（携帯型）の過失に起因する場合 

(8) 前条第２項の紛失・盗難の通知を当社が受領した⽇の６１⽇以前に生じた損害。 

(9) 戦争・地震等による著しい秩序の混乱中に生じた紛失・盗難に起因する損害。 

(10) その他本特約および会員規約の違反に起因する損害。 

4. ｉＤ会員（携帯型）は、損害のてん補を請求する場合、損害の発生を知った⽇から３０⽇以内に当社がてん補に必要と認める書類を

提出すると共に、被害状況等の調査に協⼒するものとします。 

 

FFGカード法人会員規約(ビジネスカード用) 
改定前 改定後 

第１０条（費用の負担） 

会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際して発生する各

種取扱⼿数料（ただし、当社が受領するものは除きます）、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他公租公課を負担するも

のとします。 

第１０条（費用の負担） 

1. 会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際して発生す

る各種取扱⼿数料（ただし、当社が受領するものは除きます）、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他公租公課を

負担するものとします。 

2. 会員が⽀払期⽇において当社に⽀払うべき債務の⼝座振替、引落しもしくは⾃動払込みができない場合、または当社指定⼝座への振

込が⽀払期⽇までにされなかった場合には、システム処理料、事務⼿数料およびその他カード利⽤代⾦等（ただし、キャッシング利⽤代

⾦を除く）の弁済の受領に要する費⽤として、当社所定の⼿数料を会員は負担するものとします。 

第１２条（カード利用の断りおよび⼀時停⽌、会員資格および使用者資格の取消等） 

1. 当社は、会員または使⽤者が利⽤枠を超えた利⽤をした場合またはしようとした場合、利⽤枠以内であっても短時間に換⾦性商品を連

続して購⼊する等カードの利⽤状況が不審な場合または延滞が発生するなどの利⽤代⾦の⽀払状況等の事情によっては、全カードまた

は⼀部のカードの利⽤をお断りすることがあります。 

2. 当社は、カードおよびカード情報の第三者による不正使⽤の可能性があると当社が判断した場合、会員または使⽤者への事前通知なし

に、カードショッピングおよびキャッシュサービスの全部または⼀部の利⽤を保留またはお断りすることがあります。 

3. 会員または使⽤者が本規約に違反した場合もしくは違反するおそれがある場合またはその他不審な場合などには、当社は加盟店等を

通じて次の（１）、（２）の措置をとり、全カードまたは⼀部のカードの利⽤を⼀時停止することができるものとします。 

(1) カードの回収 

(2) カードショッピング、キャッシュサービスのカード利⽤の全部またはいずれかの停止 

4. 会員または使⽤者が次のいずれかに該当した場合またはその他当社において会員または使⽤者として不適格と認めた場合は、当社は

通知・催告などをせずに会員資格ないし使⽤者資格を取り消すことができるものとします。会員資格または使⽤者資格を取消された場

合、会員は当社に対する会員資格または使⽤者資格に基づく権利を喪失するものとします。 

(1) 虚偽の申告をした場合 

(2) 本規約のいずれかに違反した場合 

(3) 当社に対するカード利⽤に係る債務の履⾏を怠った場合 

(4) 信⽤状態に重大な変化が生じた場合 

(5) カードの利⽤状況が適当でないと当社が判断した場合 

第１２条（カード利用の断りおよび⼀時停⽌、会員資格および使用者資格の取消等） 

1. 当社は、会員または使⽤者が利⽤枠を超えた利⽤をした場合またはしようとした場合、利⽤枠以内であっても短時間に換⾦性商品を連

続して購⼊する等カードの利⽤状況が不審な場合または延滞が発生するなどの利⽤代⾦の⽀払状況等の事情によっては、全カードまた

は⼀部のカードの利⽤をお断りすることがあります。 

2. 当社は、カードおよびカード情報の第三者による不正使⽤の可能性があると当社が判断した場合、会員または使⽤者への事前通知なし

に、カードショッピングおよびキャッシュサービスの全部または⼀部の利⽤を保留またはお断りすることがあります。 

3. 会員または使⽤者が本規約に違反した場合もしくは違反するおそれがある場合またはその他不審な場合などには、当社は加盟店等を

通じて次の（１）、（２）の措置をとり、全カードまたは⼀部のカードの利⽤を⼀時停止することができるものとします。 

(1) カードの回収 

(2) カードショッピング、キャッシュサービスのカード利⽤の全部またはいずれかの停止 

4. 会員または使⽤者が次のいずれかに該当した場合またはその他当社において会員または使⽤者として不適格と認めた場合は、当社は

通知・催告などをせずに会員資格ないし使⽤者資格を取り消すことができるものとします。会員資格または使⽤者資格を取消された場

合、会員は当社に対する会員資格または使⽤者資格に基づく権利を喪失するものとします。 

(1) 虚偽の申告をした場合 

(2) 本規約のいずれかに違反した場合 

(3) 当社に対するカード利⽤に係る債務の履⾏を怠った場合 

(4) 信⽤状態に重大な変化が生じた場合 

(5) カードの利⽤状況が適当でないと当社が判断した場合 



(6) カード発⾏後２ヶ⽉以内に決済⼝座の設定⼿続きが完了しない場合 

(7) 使⽤者が会員の役員もしくは従業員でなくなった場合または会員から使⽤者資格の取消の申出があった場合（後者の場合において会

員は、当社が使⽤者資格を取り消したことにより生じた使⽤者との紛争につき、会員の責任と費⽤で解決するものとし、当社が被った全

損害を補償するものとします。） 

(8) 使⽤者が死亡した場合または使⽤者の親族等から使⽤者が死亡した旨の連絡があった場合 

(9) 会員（当該法⼈の役員・実質的⽀配者等を含む）または使⽤者が、⾃らまたは第三者を利⽤して、第15条２項に該当する⾏為をし

た場合 

(10) 当社または当社の委託先・派遣元等の従業員に対して次の（イ）から（ホ）に掲げる⾏為その他当該従業員の安全や精神衛生等

を害するおそれのある⾏為をした場合（第三者を利⽤して⾏った場合を含む）（イ）暴⼒、威嚇、脅迫、強要等（ロ）暴⾔、性的な

⾔動、誹謗中傷、ストーカー⾏為その他⼈格を攻撃する⾔動（ハ）⼈種、⺠族、門地、職業その他の事項に関する差別的⾔動

（ニ）⻑時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ（ホ）⾦品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容もしくは態様

が社会通念に照らして著しく不相当と認められる要求等 

(11) 会員または使⽤者に対し第１５条第１項または本条第９項または第２１条第４項の調査等が完了しない場合や、調査の結果当

社が会員として不適格と判断した場合や、会員または使⽤者がこれらの調査等に虚偽の回答をした場合 

(12) 当社から貸与された他のカードを所持している場合において、当該他のカードにつき、上記（1）から（11）に記載した事項のいずれか

に該当する事由が生じた場合 

5. 当社は、会員または使⽤者が第１５条第１項または前項第９号の事由に該当した場合、会員および使⽤者の保有する当社が発⾏

する全てのカードについて通知・催告等をせずに会員資格または使⽤者資格を取消すことができるものとし、当社と会員および使⽤者との

その他の契約についても通知・催告等をせずに解除することができるものとします。 

6. 会員は、本条第４項により、会員資格を取り消された場合、直ちに全カード、およびチケット等がある場合はこれらを当社に返還するもの

とします。また、使⽤者が使⽤者資格を取り消された場合は、直ちに当該使⽤者のカード、およびチケット等がある場合にはこれらを当社

に返還するものとします。また、会員資格または使⽤者資格を取消された場合、会員は当社に対する会員資格に基づく権利を喪失する

ものとします。 

7. 当社は、本条第４項により、会員資格または使⽤者資格を取り消した場合、加盟店等にカードおよびチケット等の無効を通知または登

録できるものとします。また、会員または使⽤者は、加盟店等を通じてカードおよびチケット等の返還を求められた場合、直ちに当該カード

およびチケット等を返還するものとします。会員または使⽤者は、本項の義務が履⾏できない場合にはその旨を直ちに当社へ通知するも

のとします。 

8. 会員および使⽤者は、会員または使⽤者の会員資格もしくは使⽤者資格の取消後においても、カードを利⽤しまたは利⽤されたとき

（会員番号の使⽤を含む）は当該使⽤によって生じたカード利⽤に係る債務について、全て⽀払いの責を負うものとします。ただし、使

⽤者の⽀払債務は第７条第２項に定める範囲に限られるものとします。 

9. 当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、当社が必要と認めた場合には、使⽤者に当社が指定する書⾯の提出

および当社が指定する事項の申告を求めることができるものとします。また、同法に関する制度の整備が⼗分に⾏われていないと認められ

る国または地域においてカードを利⽤する場合、その他同法の規制に鑑みて当社が必要と認める場合は、カードの利⽤を制限することが

できるものとします。 

10. 当社は、会員または使⽤者の情報および具体的なカードの利⽤内容等を適切に把握するため、提出期限を指定して当社所定の本⼈

確認資料や書類等の提出を求め、本⼈確認や取引目的等の確認を実施することがあり、会員及び使⽤者は、当該本⼈確認や取引

目的等の確認に応じるものとします。 

(6) カード発⾏後２ヶ⽉以内に決済⼝座の設定⼿続きが完了しない場合 

(7) 使⽤者が会員の役員もしくは従業員でなくなった場合または会員から使⽤者資格の取消の申出があった場合（後者の場合において会

員は、当社が使⽤者資格を取り消したことにより生じた使⽤者との紛争につき、会員の責任と費⽤で解決するものとし、当社が被った全

損害を補償するものとします。） 

(8) 使⽤者が死亡した場合または使⽤者の親族等から使⽤者が死亡した旨の連絡があった場合 

(9) 会員（当該法⼈の役員・実質的⽀配者等を含む）または使⽤者が、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴⼒集団等、テロリスト等、⽇本政

府または外国政府が経済制裁・資産凍結等の対象として指定する者、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴⼒団員等」という）

に該当した場合、または次の①から⑤のいずれかに該当した場合 

① 暴⼒団員等が経営を⽀配していると認められる関係を有すること。 

② 暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

③ ⾃⼰、⾃社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴⼒団員等を利⽤して

いると認められる関係を有すること。 

④ 暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

(10) 会員（当該法⼈の役員・実質的⽀配者等を含む）または使⽤者が、⾃らまたは第三者を利⽤して、次の①から⑤までのいずれかに該当

する⾏為をした場合 

①暴⼒的な要求⾏為 ②法的な責任を超えた不当な要求⾏為 ③取引に関して、脅迫的な⾔動をし、または暴⼒を⽤いる⾏為 ④風

説を流布し、偽計もしくは威⼒を⽤いて当社の信⽤を毀損し、または当社の業務を妨害する⾏為 ⑤その他前記①から④に準ずる⾏為 

(11) 当社または当社の委託先・派遣元等の従業員に対して次の（イ）から（ホ）に掲げる⾏為その他当該従業員の安全や精神衛生等を

害するおそれのある⾏為をした場合（第三者を利⽤して⾏った場合を含む）（イ）暴⼒、威嚇、脅迫、強要等（ロ）暴⾔、性的な⾔

動、誹謗中傷、ストーカー⾏為その他⼈格を攻撃する⾔動（ハ）⼈種、⺠族、門地、職業その他の事項に関する差別的⾔動（ニ）⻑

時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ（ホ）⾦品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容もしくは態様が社会通念

に照らして著しく不相当と認められる要求等 

(12) 会員または使⽤者に対し本条第９項または第１０項または第２０条第４項の調査等が完了しない場合や、調査の結果当社が会員と

して不適格と判断した場合や、会員または使⽤者がこれらの調査等に虚偽の回答をした場合 

(13) 当社から貸与された他のカードを所持している場合において、当該他のカードにつき、上記（1）から（12）に記載した事項のいずれかに

該当する事由が生じた場合 

5. 当社は、会員または使⽤者が前項第９号または第１０号の事由に該当した場合、会員および使⽤者の保有する当社が発⾏する全て

のカードについて通知・催告等をせずに会員資格または使⽤者資格を取消すことができるものとし、当社と会員および使⽤者とのその他の

契約についても通知・催告等をせずに解除することができるものとします。 

6. 会員は、本条第４項により、会員資格を取り消された場合、直ちに全カード、およびチケット等がある場合はこれらを当社に返還するもの

とします。また、使⽤者が使⽤者資格を取り消された場合は、直ちに当該使⽤者のカード、およびチケット等がある場合にはこれらを当社

に返還するものとします。また、会員資格または使⽤者資格を取消された場合、会員は当社に対する会員資格に基づく権利を喪失する

ものとします。 

7. 当社は、本条第４項により、会員資格または使⽤者資格を取り消した場合、加盟店等にカードおよびチケット等の無効を通知または登

録できるものとします。また、会員または使⽤者は、加盟店等を通じてカードおよびチケット等の返還を求められた場合、直ちに当該カード



当社は、当該本⼈確認や取引目的等の確認に際し、提出期限を指定して会員または使⽤者に回答を求めた場合で、会員または使

⽤者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけない場合は、カードの利⽤を制限することができるものとします。 

11. 当社は会社が合併、株式交換、会社分割、事業譲渡その他の組織再編を実施しあるいは実施しようとする場合であって、貸⾦業法、

割賦販売法その他の法令の確実な遵守のためカードの利⽤停止が必要と判断する場合には、事前に当社が相当と認める⽅法で告知

の上、⼀定期間カードショッピング、キャッシングリボおよび海外キャッシュサービスの全部または⼀部の利⽤を停止することができるものとしま

す。 

12. 当社は、当社における法令遵守の観点から当社が必要と認めた場合には、他のアカウントへのチャージ（送⾦）取引について、カードの

利⽤を制限することができるものとします。 

およびチケット等を返還するものとします。会員または使⽤者は、本項の義務が履⾏できない場合にはその旨を直ちに当社へ通知するも

のとします。 

8. 会員および使⽤者は、会員または使⽤者の会員資格もしくは使⽤者資格の取消後においても、カードを利⽤しまたは利⽤されたとき

（会員番号の使⽤を含む）は当該使⽤によって生じたカード利⽤に係る債務について、全て⽀払いの責を負うものとします。ただし、使

⽤者の⽀払債務は第７条第２項に定める範囲に限られるものとします。 

9. 当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、当社が必要と認めた場合には、使⽤者に当社が指定する書⾯の提出

および当社が指定する事項の申告を求めることができるものとします。また、同法に関する制度の整備が⼗分に⾏われていないと認められ

る国または地域においてカードを利⽤する場合、その他同法の規制に鑑みて当社が必要と認める場合は、カードの利⽤を制限することが

できるものとします。 

10. 当社は、会員または使⽤者の情報および具体的なカードの利⽤内容等を適切に把握するため、提出期限を指定して当社所定の本⼈

確認資料や書類等の提出を求め、本⼈確認や取引目的等の確認を実施することがあり、会員及び使⽤者は、当該本⼈確認や取引

目的等の確認に応じるものとします。 

当社は、当該本⼈確認や取引目的等の確認に際し、提出期限を指定して会員または使⽤者に回答を求めた場合で、会員または使

⽤者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけない場合は、カードの利⽤を制限することができるものとします。 

11. 当社は会社が合併、株式交換、会社分割、事業譲渡その他の組織再編を実施しあるいは実施しようとする場合であって、貸⾦業法、

割賦販売法その他の法令の確実な遵守のためカードの利⽤停止が必要と判断する場合には、事前に当社が相当と認める⽅法で告知

の上、⼀定期間カードショッピング、キャッシングリボおよび海外キャッシュサービスの全部または⼀部の利⽤を停止することができるものとしま

す。 

12. 当社は、当社における法令遵守の観点から当社が必要と認めた場合には、他のアカウントへのチャージ（送⾦）取引について、カードの

利⽤を制限することができるものとします。 

FFGカード法人会員規約(コーポレート会社⼀括方式) 
改定前 改定後 

 カード管理者向けＷＥＢサービス利用条項 【今回追加】 

 第３４条（カード管理者向けＷＥＢサービスの内容） 

1. 「カード管理者向けＷＥＢサービス」は、会員または会員になろうとする法⼈（以下、第３８条まで総称して「会員」という）がインターネ

ット上で各種⼊会・変更⼿続きを実施することを可能とするサービスをいいます。 

2. 会員が利⽤できるカード管理者向けＷＥＢサービスの具体的な内容については、別途当社から会員に対し公表あるいは案内するものと

します。 

3. 会員は、カード管理者向けＷＥＢサービスを利⽤するためには、別途当社が指定する⽅法により利⽤登録を⾏うものとします。 

4. 当社は、カード管理者向けＷＥＢサービスの全部または⼀部について、予告なく変更・中断・廃止できるものとします。その結果、会員ま

たは使⽤者に不利益が生じても、当社は何ら責任を負うものではありません。 

5. 会員は、カード管理者向けＷＥＢサービスを⾃らの責任において利⽤するものとし、これによって被った会員または使⽤者の損害につい

て、当社は何ら責任を負うものではありません。 

 

 第３５条（ＵＲＬ等の管理） 

１．会員は、カード管理者向けＷＥＢサービスについて当社が発⾏する専⽤ＵＲＬその他当社が提供する情報（以下、まとめて「ＵＲＬ

等」）の管理および使⽤について責任を負うものとし、ＵＲＬ等の管理不⼗分、使⽤上の過誤または第三者による不正利⽤等による会員ま



たは使⽤者の損害については、当社は⼀切の責任を負わないものとします。 

２．会員は、第三者によってＵＲＬ等が不正に使⽤されていることが判明した場合には、直ちに当社にその旨を通知し、当社からの指示があ

る場合にはこれに従うものとします。但し、当該通知あるいは当社からの指示により当社が損害の補填の義務を負担するものではありません。 

 

 第３６条（変更の届出） 

会員は、カード管理者向けＷＥＢサービスの利⽤登録の際に届け出た内容について変更があった場合、すみやかにその旨を当社が指定する

⽅法により届け出るものとします。 

 

 第３７条（カード管理者向けＷＥＢサービスの利用の中⽌等） 

1. 会員がカード管理者向けＷＥＢサービスの利⽤の中止を希望するときは、当社が指定する⽅法により届け出るものとします。 

2. 会員がカード管理者向けＷＥＢサービスを利⽤することにより発生した⼀切の債務は、カード管理者向けＷＥＢサービスの解約後も何

ら影響はなく、その処理に必要な限度でなお本利⽤条項が適⽤されるものとします。 

3. 会員について以下のいずれかの事由が発生した場合、当社は何らの通知催告を要せず直ちにカード管理者向けＷＥＢサービスの利⽤

をさせないことができるものとします。 

(1) カードが解約された場合 

(2) 本利⽤条項に違反した場合 

(3) カード管理者向けＷＥＢサービスを 6 カ⽉以上ご利⽤になっていない場合 

(4) その他、当社が不適当と判断する⾏為を⾏った場合 

 

 第３８条（カード管理者向けＷＥＢサービスの免責事項） 

1. 当社の責によらない、通信機器、端末等の障害および通信上の障害やインターネット環境等の事由により、カード管理者向けＷＥＢサ

ービスの提供が遅延または不能となった場合、もしくは、当社が送信した情報に誤謬、脱落が生じた場合、そのために生じた会員または

使⽤者の損害については、当社は何ら責任を負うものではありません。 

2. 当社に故意または重過失がある場合を除き、カード管理者向けＷＥＢサービスを利⽤することによって生じたいかなる損害についても、当

社は何ら責任を負うものではありません。 

 

部署名義等のパーチェシングカード取扱いに関する特約 
改定前 改定後 

FFG カード法⼈会員規約（コーポレートカード⽤・会社⼀括⽅式）（以下「法⼈会員規約」という）およびFFG カードパーチェシングカード

特約を承認のうえ、株式会社FFG カード（以下「当社」という）に⼊会を申込み、当社が⼊会を認めた法⼈（以下「会員」という）に 

対し、当社が認めた部署名義等（部署名等⾃然⼈以外の名称）のパーチェシングカードを発⾏する場合には、FFG カードパーチェシングカー

ド特約第２条第１項、第２項、および第３条にかかわらず、以下の通りとします。 

 

【第１条とし、以下項番繰り下げ】 

第 1 条（会員等） 

株式会社 FFG カード（以下「当社」という）に、本特約、FFG カード法⼈会員規約（コーポレートカード⽤・会社⼀括⽅式）（以下「法⼈

会員規約」という）およびパーチェシングカード特約を承認のうえ⼊会申込みをした法⼈または非法⼈たる団体（以下まとめて「法⼈」という）

のうち、当社が適格と認めた法⼈を法⼈会員（以下「会員」という）とし、当社が認めた部署名義等（部署名等の⾃然⼈以外の名称）の

パーチェシングカード（以下「カード」という）を発⾏します。この場合、本特約が最優先で適⽤され、本特約は、法⼈会員規約およびパーチェ

シングカード特約と⼀体をなすものとし、本特約と法⼈会員規約またはパーチェシングカード特約との間に矛盾・抵触がある場合は本特約が優

先するものとします。 

 



第１条（使用者名義の特則） 

1. 会員はクレジットカード（以下「カード」という）を使⽤する部署名義等を使⽤者として届出ることができるものとし、当社が適当と認めた

場合、当社は届出された組織名称・会員番号・有効期限等（以下「会員情報」という）を表⾯に印字したカードを会員に貸与し、また

は当社所定の⽅法で会員番号等（以下まとめて「カード情報」という）を通知します。会員は、貸与または通知されたカード情報を善良

なる管理者の注意をもって管理するものとします。 

2. 会員は貸与されたカードに署名をしないものとします。 

 

第 2 条（使用者名義の特則） 

1. 会員は、カードを使⽤する部署名義等を使⽤者として届出ることができるものとし、当社が適当と認めた場合、当社は届出された組織名

称・会員番号・有効期限等（以下「会員番号等」という）を表⾯に印字または登録したカードを会員に貸与し、又は当社所定の⽅法

で会員番号等（以下まとめて「カード情報」という）を通知します。会員は、貸与または通知されたカード情報を善良なる管理者の注意

をもって管理するものとします。 

2. 会員はカードが貸与されている場合、カードのカード名義⼈、および署名欄について、部署名義にて印字・署名し、カードを利⽤するものと

します。 

 

第２条（カード情報の利用） 

カード情報の利⽤は、会員および管理責任者の管理の下で利⽤するものとし、FFG カードパーチェシングカード特約第３条（1） から（6）

の利⽤目的にかかわらず、会員および管理責任者が必要と認めた場合、法⼈会員規約第２７条に定める事業費決済の範囲内で利⽤でき

るものとします。また、カードが貸与されていない場合には、当社もしくは他のクレジットカード会社があらかじめ承認している特定の加盟店におい

てカードを提示することなく、カード情報を、当該加盟店に対し、オンラインによる送付、取引の申込み文書への記⼊、電話による告知のいずれ

かの⽅法で通知することにより、カード情報を利⽤することができるものとし、店頭取引においてはカードを利⽤しないものとします。会員は、本条

の利⽤目的の範囲内であるかを問わず、当該会員番号で利⽤されたカード情報の利⽤代⾦について全て⽀払いの責を負うものとし、当該利

⽤を否認することはできないものとします。 

 

第 3 条（カード情報の利用） 

1. カード情報は、会員および管理責任者の管理の下で利⽤するものとし、パーチェシングカード特約第 3 条（１）から（６）の利⽤目的

にかかわらず、会員および管理責任者が必要と認めた場合、法⼈会員規約第 26 条に定める事業費決済の範囲内で利⽤できるものと

します。 

2. カードが貸与されていない場合には、当社もしくは他のクレジットカード会社が予め承認している特定の加盟店において、カードを提示する

ことなく、会員番号等を、当該加盟店に対し、オンラインによる送付、取引の申込み文書への記⼊、電話による告知のいずれかの⽅法で

通知することにより、カード情報を利⽤することができるものとし、店頭取引においてはカード情報を利⽤しないものとします。 

3. カードが貸与されており、店頭で利⽤する場合には、原則、暗証番号を店頭端末機に⼊⼒して⾏うものとし、暗証番号の⼊⼒が利⽤で

きない場合のみ売上票等への署名を⾏うものとします。なお、カード署名欄が個⼈名でないこと等により加盟店にカード利⽤を拒否される

場合があることにつき会員はあらかじめ同意するものとし、当社に対して何ら異議を申し⽴てないものとします。 

4. 会員は、本条の利⽤目的の範囲内であるかを問わず、当該会員番号で利⽤されたカード情報の利⽤代⾦についてすべて⽀払いの責を

負うものとし、当該利⽤を否認することはできないものとします。 

 

第４条（カード情報の管理） 

1. 会員は、カード情報毎に、法⼈会員規約第２条第２項の管理責任者を指定するものとします。 

2.  会員および管理責任者は、カード情報を⾃ら使⽤し、または会員に所属する役員・従業員（臨時雇⽤、嘱託を除く。以下まとめて「従

業員等」という）に使⽤させることができるものとします。従業員等へ会員情報を使⽤させる場合、会員および管理責任者はFFG カード

パーチェシングカード特約第３条ならびに本特約第２条に定める範囲で利⽤するよう徹底するものとします。また、会員および管理責任

者は⾃らまたは従業員等をしてカード情報等を違法な取引に使⽤しあるいはさせてはならず、善良なる管理者の注意をもって⾃ら使⽤ま

たは従業員等にカード情報を使⽤させ、これを管理するものとする。会員および管理責任者は、当社がカード情報の管理状況等の報告

を求めた場合にはこれに従うものとします。 

3. 会員および管理責任者は、法⼈会員規約第２7 条ならびに本特約第２条の定めに従い会員情報を加盟店に通知等する場合を除

き、⾃らまたは従業員等をして他⼈に会員情報を通知・漏洩等をし、あるいはさせてはならないものとします。 

4. カ ード情報の使⽤、管理に際して、法⼈もしくは管理責任者が本条第２項ないし第３項に違反し、その違反に起因してカード情報が

不正に利⽤された場合、あるいは会員の従業員等によるカード情報の使⽤あるいは通知・漏洩等に起因してカード情報が不正に利⽤さ

れた場合、会員は、本特約に基づきそのカード情報によるカード情報の利⽤代⾦について全て⽀払いの責を負うものとします。 

 

第 5 条（カード情報の管理） 

1. 会員は、カード情報毎に、法⼈会員規約第 2 条第 2 項の管理責任者を指定するものとします。 

2. 会員および管理責任者は、カード情報を⾃ら使⽤し、または会員に所属する役員・従業員（臨時雇⽤、嘱託を除く。以下まとめて「従

業員等」という）に使⽤させることができるものとします。従業員等へカード情報を使⽤させる場合、会員および管理責任者はパーチェシン

グカード特約第 3 条ならびに本特約第 3 条に定める範囲で利⽤するよう徹底するものとします。また、会員および管理責任者は⾃らまた

は従業員等をしてカード情報を違法な取引に使⽤しあるいは使⽤させてはならず、善良なる管理者の注意をもって⾃らカード情報を使

⽤または従業員等に使⽤させ、これを管理するものとします。会員および管理責任者は、当社がカード情報の管理状況等の報告を求め

た場合にはこれに従うものとします。 

3. 会員および管理責任者は、法⼈会員規約第 26 条ならびに本特約第 3 条の定めに従いカード情報を加盟店に通知等する場合を除

き、⾃らまたは従業員等をして他⼈にカード情報を通知・漏洩等をし、あるいはさせてはならないものとします。 

4. カード情報の使⽤、管理に際して、会員もしくは管理責任者が本条第 2 項ないし第 3 項に違反し、その違反に起因してカード情報が不

正に利⽤された場合、あるいは会員の従業員等によるカード情報の使⽤あるいは通知・漏洩等に起因してカード情報が不正に利⽤され

た場合、会員は、本特約に基づきそのカード情報の利⽤代⾦について全て⽀払いの責を負うものとします。 

5. 会員は、管理責任者をして本特約の会員の義務の履⾏を補助させるものとし、会員の義務を遵守させるものとします。 

6. 会員はカードが貸与されている場合に暗証番号の変更を希望する際は、当社の判断により、カードを再発⾏する⽅法で暗証番号の変

更を⾏うことが出来るものとします。ただし、再発⾏にかかる⼿数料は会員が負担するものとします。 



 

 

JCB 

会員規約（個人用） 
改定前 改定後 

第１章 総則 

第１条 会員 

3. 本会員は、家族会員に対し、本会員に代わって家族カード（第 2 条第 1 項で定義される「カード」のうち家族会員に貸与されるもの

をいう。また当該カードのカード番号を含むものとする。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基づくカード利⽤（第3 章（ショッピング利

⽤、⾦融サービス）に定めるショッピング利⽤（第 22 条に定めるものをいう。以下同じ。）、キャッシング 1 回払いおよびキャッシングリ

ボ払い（以下併せて「⾦融サービス」という。）ならびに第 5 条に定める付帯サービス等の利⽤の全部または⼀部をいう。また、モバイル

端末等にカード番号を登録するなどして、当該モバイル端末等を使⽤したショッピング利⽤または⾦融サービスの利⽤等をする⾏為を含

む。以下同じ。）を⾏う⼀切の権限（以下「本代理権」という。）を授与します。なお、本会員は、家族会員に対する本代理権の授与

について、撤回、取消または無効等の消滅事由がある場合は、第 39 条第 5 項所定の⽅法により家族会員によるカード利⽤の中止

を申し出るものとします。本会員は、この申し出以前に本代理権が消滅したことを、両社に対して主張することはできません。 

第１章 総則 

第１条 会員 

3. 本会員は、家族会員に対し、本会員に代わって家族カード（第 2 条第 1 項で定義される「カード」のうち家族会員に貸与されるもの

をいう。また当該カードのカード番号を含むものとする。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基づくカード利⽤（第 3 章（ショッピング利

⽤、⾦融サービス）に定めるショッピング利⽤（第 22 条に定めるものをいう。以下同じ。）、キャッシング 1 回払いおよびキャッシングリ

ボ払い（以下併せて「⾦融サービス」という。）ならびに第 4 条の 2 第 4 項に定める WEB サービス等、第 5 条に定める付帯サー

ビス等の利⽤の全部または⼀部をいう。また、モバイル端末等にカード番号を登録するなどして、当該モバイル端末等を使⽤したショッピン

グ利⽤または⾦融サービスの利⽤等をする⾏為を含む。以下同じ。）を⾏う⼀切の権限（以下「本代理権」という。）を授与します。な

お、本会員は、家族会員に対する本代理権の授与について、撤回、取消または無効等の消滅事由がある場合は、第 39 条第 5 項

所定の⽅法により家族会員によるカード利⽤の中止を申し出るものとします。本会員は、この申し出以前に本代理権が消滅したことを、

両社に対して主張することはできません。 

第２条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員本⼈に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれ

た IC カード（以下「IC カード」という。）を含みます。会員は、カード（ただし、署名欄（サインパネル）が設けられていないカードを除

く。）を貸与されたときに直ちに当該カードの所定欄に⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

第２条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員本⼈に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれ

た IC カード（以下「IC カード」という。）を含みます。また、会員は、カードを貸与されたとき、カードに署名欄（サインパネル）がある場

合は、直ちに⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

 第４条の２ （WEB サービス等）＜追加＞ 

１. 両社が本規約に基づき提供するサービスの⼀部には、両社所定の WEB サービスである「MyJCB」および両社所定のオンライン本⼈認

証サービス（インターネット等によるオンライン取引等に際し、パスワードの⼊⼒その他両社所定の⽅法による本⼈認証を⾏うサービスをい

う。）である「J/Secure（TM）」（以下、併せて「MyJCB 等」という。）を⽤いたサービスが含まれ、原則として全ての会員は、

MyJCB 等に利⽤登録されるものとします。ただし、パソコンおよびスマートフォン等をいずれも保有しないなどインターネットを使⽤できる環

境にない会員は、MyJCB 等を利⽤する必要はありません。 

２. MyJCB 等の利⽤に関しては、両社が別途定める「MyJCB 利⽤者規定」および「J/Secure(TM)利⽤者規定」が適⽤されるものとし

ます。 

３. 会員が「MyJCB」および「J/Secure（TM）」を利⽤しない場合（「MyJCB」または「J/Secure（TM）」の利⽤登録がなされていな

い場合を含みます。）、会員はオンライン取引によるショッピング利⽤ができない場合があります。 

４. 会員は、両社が認める場合、当社が別に定めるところに従い、MyJCB 等以外の WEB サービス（「MyJチェック」等を含むが、それらに

限らない。以下同じ。以下、MyJCB 等とその他の WEB サービスとを併せて「WEB サービス等」という。）の登録を⾏うことにより 

WEB サービスを利⽤することができます。ただし、家族会員は、WEB サービス等のうち⼀部の機能を利⽤することができません。 

５. 会員は、E メールアドレスもしくは携帯電話番号またはそれらの両⽅を保有している場合には、両社所定の⽅法により、それら（ただし、

家族会員はE メールアドレスのみに限る。）を届け出るものとし、両社、JCB または当社から送信される E メールまたはショートメッセー

ジを速やかに受信し確認することが可能な状態を維持するものとします。 



６. 会員は、両社に届け出た E メールアドレスまたは携帯電話番号を変更する場合、直ちに両社所定の届出を⾏うものとします。 

７. 会員が前⼆項に違反したことにより、会員に生じた損害について、両社の責めに帰すべき事由がある場合を除き、両社は⼀切責任を負

わないものとします。 

 

第５条 付帯サービス等 

4. 会員は、当社が認める場合、当社が別に定めるところに従い、WEB サービス（「MyJCB」「MyJ チェック」等を含むが、それらに限らな

い。以下同じ。）の登録を⾏うことにより WEB サービスを利⽤することができます。ただし、家族会員は、WEB サービスのうち⼀部の機

能を利⽤することができません。本会員は、⼊会時または⼊会後遅滞なく、当社が別途定める規定に同意の上、「MyJCB」および「MyJ

チェック」に登録するための当社所定の⼿続きをとり、また当該登録を維持するよう努めるものとします。 

第５条 付帯サービス等 

＜削除、以下項番繰上げ＞ 

第６条 カードの有効期限 

1. カードの有効期限は、カードの券⾯または会員本⼈のみが閲覧できる画⾯等に表示された年⽉（以下「有効期限⽉」という。）の末⽇

までとします。 

第６条 カードの有効期限 

1. カードの有効期限は、カードの券⾯または会員本⼈のみが閲覧できる画⾯等に表示された年⽉の末⽇までとします（なお、各年における

当該有効期限の⽉と同じ⽉のことを、以下「有効期限⽉」という。） 

第９条 届出事項の変更 

1. 会員が両社に届け出た⽒名、住所、電話番号、勤務先、職業、カードの利⽤目的、お⽀払い⼝座（第33 条に定めるものをい

う。）、暗証番号、家族会員、E メールアドレス等（以下「届出事項」という。）について変更があった場合には、両社所定の⽅法により

遅滞なく両社に届け出なければなりません。また、両社が会員に対して、会員の届出内容（変更に関する内容を含む。）を証する資料

の提出を求めた場合には、会員はこれを提出しなければなりません。 

第９条 届出事項の変更 

1. 会員が両社に届け出た⽒名、住所、電話番号、勤務先、職業、カードの利⽤目的、お⽀払い⼝座（第33 条に定めるものをい

う。）、暗証番号、家族会員、国籍、在留情報（会員が外国⼈である場合の在留資格、在留期間等をいう。）、E メールアドレス等

（以下「届出事項」という。）について変更があった場合には、両社所定の⽅法により遅滞なく両社に届け出なければなりません。また、

両社が会員に対して、会員の届出内容（変更に関する内容を含む。）を証する資料の提出を求めた場合には、会員はこれを提出しな

ければなりません。 

第２章 個人情報の取り扱い 

第１３条 個人情報の収集、保有、利用、預託 

3. 会員等は、当社または JCB が個⼈情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 1 項(1)①②③の個⼈情報を共同利⽤することに同意します。（共同利⽤会社および利⽤目的は

本規約末尾に記載のとおりです。）なお、本項に基づく共同利⽤に係る個⼈情報の管理について責任を有する者は JCB となります。 

第２章 個人情報の取り扱い 

第１３条 個人情報の収集、保有、利用、預託 

3. 会員等は、当社または JCB が個⼈情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 1 項(1)①②③の個⼈情報を共同利⽤することに同意します。（共同利⽤会社および利⽤目的は

次のホームページにて確認できます。https://www.jcb.co.jp/r/riyou/）なお、本項に基づく共同利⽤に係る個⼈情報の管理につ

いて責任を有する者は JCB となります。 

第３章 ショッピング利用、⾦融サービス 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非接触 IC カード等

を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、所定の売上票にカードの署名と同じ署名を⾏うこと、加盟店に設置されている端末機に

暗証番号を⼊⼒すること、または、署名と暗証番号の⼊⼒の両⽅を⾏うことによりショッピング利⽤を⾏うことができます。なお、売上票へ

の署名または加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒等にかえて、所定の⼿続きを⾏うことにより、または売上票への署名

や端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショッピング利⽤ができることがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、会員はカードの提示および売上票への署名を省略することができます。 

4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、売上票への署名等を⾏い、残額（署名等を⾏った後、利

第３章 ショッピング利用、⾦融サービス 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非接触 IC カード等

を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、原則として加盟店に設置されている端末機に暗証番号を⼊⼒することによりショッピング

利⽤を⾏うことができます。なお、JCB が認める場合には、加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒にかえて、カードの署名

と同じ署名を⾏うこと、またはその他の所定の⼿続きを⾏うことにより、端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショッピング利⽤ができる

ことがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、会員はカードの提示および暗証番号の⼊⼒を省略することができます。 

4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、暗証番号の⼊⼒または売上票への署名等（以下「暗証番



⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、売上票への署名等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める操作を求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒

した場合、会員によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

号⼊⼒等」という。）を⾏い、残額（暗証番号⼊⼒等を⾏った後、利⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、暗証番号

⼊⼒等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める本⼈認証⼿続きを求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは同規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒した場合、そ

の他両社が別に定める本⼈認証⼿続きに失敗した場合、会員によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

第２４条 ショッピング利用代⾦の⽀払区分 

2. 第 1 項にかかわらず、当社が認めた場合、会員は、以下の⽅式で、ショッピング利⽤代⾦の⽀払区分をショッピングリボ払い、ショッピング

分割払いまたはショッピングスキップ払いに指定することができます。会員は、当該サービスに関する規定・特約等がある場合はそれに従う

ものとします。ただし、いずれの場合でも、⼀部の電⼦マネーの⼊⾦、カードの付帯サービス料⾦その他当社が指定するものについては、以

下の⽅式による⽀払区分の指定を⾏うことはできず、ショッピング 1 回払いのみの指定となります。 

 

第２４条 ショッピング利用代⾦の⽀払区分 

2. 第 1 項にかかわらず、当社が認めた場合、会員は、以下の⽅式で、ショッピング利⽤代⾦の⽀払区分をショッピングリボ払い、ショッピング

分割払いまたはショッピングスキップ払いに指定することができます。会員は、当該サービスに関する規定・特約等がある場合はそれに従う

ものとします。ただし、いずれの場合でも、⼀部の加盟店の利⽤、カードの付帯サービス料⾦その他当社が指定するものについては、以下

の⽅式による⽀払区分の指定を⾏うことはできず、ショッピング 1 回払いのみの指定となります。 

 

第４章 お⽀払い方法その他 

第３４条 明細 

１. 当社は、「MyJCB」および「MyJ チェック」の登録を⾏った本会員に対し、約定⽀払⽇に先⽴ち、カード利⽤の内容や約定⽀払額その他

カード利⽤に関連する事項の明細（以下「明細」という。）を、電磁的記録の提供の⽅法によって通知します。当社は明細の内容が確

定した後速やかに（なお、第 24条第 2 項(2)に基づく利⽤内容の変更等がなされた場合には、当該変更後速やかに）、明細の内

容が確定した旨の通知（以下「明細確定通知」という。）を本会員が届け出た E メールアドレス宛に送信します。ただし、標準期間にカ

ード利⽤がなく、かつ約定⽀払額が 0 円である場合等、明細確定通知を省略することがあります。 

２. 当社は、本会員が標準期間満了⽇の当⽉ 19 ⽇までに「MyJCB」および「MyJ チェック」に登録していない場合には、前項に代えて、

明細書（明細を書⾯化したものをいう。以下同じ。）を本会員の届出住所宛に送付します。また、当社は本会員が明細書の発⾏を希

望し、当社がこれを認める場合には、前項に加えて、明細書を本会員の届出住所宛に送付します。なお、年会費のみの⽀払いの場合

等、カードの種類によっては明細書の送付を⾏わない場合があります。当社が本会員に明細書を送付した場合、本会員は当社に対し明

細書の発⾏および送付に係る明細⼿数料（以下「明細⼿数料」という。）として当社が定める額を標準期間の満了⽇の翌々⽉ 10 

⽇に（ただし、当社所定の事由に該当した場合には、その翌⽉以降に繰り延べられる場合があります。）⽀払うものとします。ただし、当

社が公表する事由に該当する場合には、本会員は明細⼿数料の⽀払義務を負わないものとします。なお、当社は本会員が明細⼿数料

の⽀払義務を負わない事由を変更する場合がありますが、その場合には事前に公表または通知します。 

 

第４章 お⽀払い方法その他 

第３４条 明細 

1. 当社は、「MyJ チェック」の登録を⾏った本会員に対し、約定⽀払⽇に先⽴ち、カード利⽤の内容や約定⽀払額その他カード利⽤に関

連する事項の明細（以下「明細」という。）を、電磁的記録の提供の⽅法によって通知します。当社は明細の内容が確定した後速やか

に（なお、第 24 条第 2 項(2)に基づく利⽤内容の変更等がなされた場合には、当該変更後速やかに）、明細の内容が確定した

旨の通知（以下「明細確定通知」という。）を本会員が届け出た E メールアドレス宛に送信します。ただし、標準期間にカード利⽤が

なく、かつ約定⽀払額が 0円である場合等、明細確定通知を省略することがあります。 

2. 当社は、本会員が標準期間満了⽇の当⽉ 19 ⽇までに「MyJ チェック」に登録していない場合には、前項に代えて、明細書（明細を

書⾯化したものをいう。以下同じ。）を本会員の届出住所宛に送付します。また、当社は本会員が明細書の発⾏を希望し、当社がこれ

を認める場合には、前項に加えて、明細書を本会員の届出住所宛に送付します。なお、年会費のみの⽀払いの場合等、カードの種類

によっては明細書の送付を⾏わない場合があります。当社が本会員に明細書を送付した場合、本会員は当社に対し明細書の発⾏およ

び送付に係る明細⼿数料（以下「明細⼿数料」という。）として当社が定める額を標準期間の満了⽇の翌々⽉ 10 ⽇に（ただし、

当社所定の事由に該当した場合には、その翌⽉以降に繰り延べられる場合があります。）⽀払うものとします。ただし、当社が公表する

事由に該当する場合には、本会員は明細⼿数料の⽀払義務を負わないものとします。なお、当社は本会員が明細⼿数料の⽀払義務

を負わない事由を変更する場合がありますが、その場合には事前に公表または通知します。 

 

第３８条の２ （取引の制限等） 第３８条の２ （取引の制限等） 

(5) 会員が在留期間（出⼊国管理及び難⺠認定法に基づく在留期間をいう。以下同じ。）の定めのある外国⼈である場合であって、会

員の届出によって当社が確認できる在留期間の満了⽇が経過した場合 ＜追加、以下項番繰り下げ＞ 

第３９条 退会および会員資格の喪失等 

4. 会員（(5)または(9)のときは、それに該当する会員をいい、家族会員が(1)、(2)、(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、(10)、(11)のいずれか

に該当したときは、当該家族会員のみならず、本会員も含む。）は、次のいずれかに該当する場合、(1)、(5)においては当然に、(2)に

おいては相当期間を定めた当社からの通知、催告後に是正されない場合、(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、(9)、(10)、(11)においては当

社が会員資格の喪失の通知をしたときに、会員資格を喪失します。また、本会員が会員資格を喪失した場合、当然に家族会員も会員

資格を喪失します。なお、本会員は、本規約に基づき当社に対して負担する債務については、会員資格の喪失後も、本規約の定めに

従い⽀払義務を負うものとします。また、本会員は、会員が会員資格喪失後にカードを利⽤した場合にも⽀払義務を負うものとします。 

第３９条 退会および会員資格の喪失等 

4. 会員（(5)または(9)のときは、それに該当する会員をいい、家族会員が(1)、(2)、(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、(10)、(11)のいずれか

に該当したときは、当該家族会員のみならず、本会員も含む。）は、次のいずれかに該当する場合、(1)、(5)、(12)においては当然に、

(2)においては相当期間を定めた当社からの通知、催告後に是正されない場合、(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、(9)、(10)、(11)において

は当社が会員資格の喪失の通知をしたときに、会員資格を喪失します。また、本会員が会員資格を喪失した場合、当然に家族会員も

会員資格を喪失します。なお、本会員は、本規約に基づき当社に対して負担する債務については、会員資格の喪失後も、本規約の定

めに従い⽀払義務を負うものとします。また、本会員は、会員が会員資格喪失後にカードを利⽤した場合にも⽀払義務を負うものとしま



す。 

 

(12) 会員が在留期間の定めのある外国⼈である場合であって、会員の届出によって当社が確認できる在留期間の満了⽇から、当社所定の

期間が経過したとき。＜追加＞ 

 

第４２条 費用の負担 

本会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払に際して発生する各

種取扱⼿数料、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他の公租公課、および当社が債権の保全実⾏のために要した費⽤を

負担するものとします。 

第４２条 費用の負担 

1. 本会員は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払に際して発生

する各種取扱⼿数料、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他の公租公課、および当社が債権の保全実⾏のために

要した費⽤を負担するものとします。 

2. 本会員が約定⽀払⽇に約定⽀払額を⽀払わなかった場合には、当社と本会員との間の精算のために当社に追加的に生じる事務に要

する費⽤（再振替費⽤、事務処理費⽤、通信費等）の⼀部として、当社または JCB が公表する⾦額を本会員は負担するものとし、

本会員は当社の請求に基づき、当該⾦員を第 33 条に定める⽅法により当社に対して⽀払うものとします。ただし、本会員が約定⽀

払⽇に⽀払わなかった約定⽀払額が⾦融サービスにかかるもののみによって構成される場合にはこの限りではありません。 

 附則＜追加＞ 

第 4 条の 2 第 1 項に基づき、会員が 2025 年 2 ⽉ 28⽇までに、⾃ら「MyJCB」または「J/Secure(TM)」の利⽤登録を⾏っていな

い場合、両社は、同⽇以降、当該会員につき、順次 MyJCB 等の登録を⾏います。 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

4. 第 13 条以降の条番号が、1 番繰り上がります。 

 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

＜削除＞ 

 

ショッピングリボ払い専用カード規定 
改定前 改定後 

第６条（利用代⾦の⽀払い） 

1. リボ会員が本カードを利⽤した場合は、ショッピングリボ払いを指定したものとし、当社に対する債務の⽀払いは、会員規約で定めるショッピ

ングリボ払いに関する⽀払⽅法に準ずるものとします。ただし、指定外の加盟店においてまたは⼀部の電⼦マネーの⼊⾦、カードの付帯サー

ビス料⾦その他当社が指定したショッピングリボ払い対象外商品について本カードを利⽤した場合、ショッピング 1 回払いを指定したものと

みなされることがあります。 

2. リボ会員が本カード利⽤に基づき負担する債務は、当該リボ会員が親カードの利⽤に基づき負担する債務と合算して、親カードと同様の⽅

法で⽀払われるものとします。 

 

第６条 利用代⾦の⽀払い 

1. リボ会員が本カードを利⽤した場合は、ショッピングリボ払いを指定したものとし、当社に対する債務の⽀払いは、会員規約で定めるショッ

ピングリボ払いに関する⽀払⽅法に準ずるものとします。ただし、指定外の加盟店においてまたは⼀部の加盟店の利⽤、カードの付帯サー

ビス料⾦その他当社が指定したショッピングリボ払い対象外商品について本カードを利⽤した場合、ショッピング1回払いを指定したものと

みなされることがあります。 

2. リボ会員が本カード利⽤に基づき負担する債務は、当該リボ会員が親カードの利⽤に基づき負担する債務と合算して、親カードと同様の

⽅法で⽀払われるものとします。 

会員規約（⼀般法人用） 
改定前 改定後 

第１章 総則 

第１条 法人会員とカード使用者 

6. 法⼈会員は、カード使⽤者（ただし、個⼈事業主会員⾃身を除く。以下本項において同じ。）に対し、法⼈会員に代わってカード（当

該カードのカード番号を含む。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基づくカード利⽤（ショッピング利⽤（第22 条に定めるものをいう。以

下同じ。）および第6 条に定める付帯サービス等の利⽤の全部または⼀部をいう。また、モバイル端末等にカード番号を登録するなどし

て、当該モバイル端末等を使⽤したショッピング利⽤等をすることが可能となった場合には、当該⾏為を含む。以下同じ。）を⾏う⼀切の

第１章 総則 

第１条 法人会員とカード使用者 

6. 法⼈会員は、カード使⽤者（ただし、個⼈事業主会員⾃身を除く。以下本項において同じ。）に対し、法⼈会員に代わってカード（当

該カードのカード番号を含む。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基づくカード利⽤（ショッピング利⽤（第 22 条に定めるものをいう。

以下同じ。）、第 5 条の 2 第 4 項に定める WEB サービス等および第 6 条に定める付帯サービス等の利⽤の全部または⼀部をいう。

また、モバイル端末等にカード番号を登録するなどして、当該モバイル端末等を使⽤したショッピング利⽤等をすることが可能となった場合



権限（以下「本代理権」という。）を授与します。なお、法⼈会員は、カード使⽤者に対する本代理権の授与について、撤回、取消また

は消滅事由がある場合は、第 33 条第 4 項所定の⽅法によりカード使⽤者によるカード利⽤の中止を申し出るものとします。法⼈会

員は、この申し出以前に本代理権が消滅したことを、両社に対して主張することはできません。 

には、当該⾏為を含む。以下同じ。）を⾏う⼀切の権限（以下「本代理権」という。）を授与します。なお、法⼈会員は、カード使⽤者

に対する本代理権の授与について、撤回、取消または消滅事由がある場合は、第 33 条第 4 項所定の⽅法によりカード使⽤者によ

るカード利⽤の中止を申し出るものとします。法⼈会員は、この申し出以前に本代理権が消滅したことを、両社に対して主張することはで

きません。 

第３条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれた IC 

カード（以下「IC カード」という。）を含みます。カード使⽤者は、カード（ただし、署名欄（サインパネル）が設けられていないカードを除

く。）を貸与されたときに直ちに当該カードの所定欄に⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

第３条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれた IC 

カード（以下「IC カード」という。）を含みます。また、カード使⽤者は、カードを貸与されたとき、カードに署名欄（サインパネル）がある

場合は、直ちに当該カードの所定欄に⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

 第５条の２ （WEB サービス等）＜追加＞ 

1. 両社が本規約に基づき提供するサービスの⼀部には、両社所定の WEB サービスである「MyJCB」および両社所定のオンライン本⼈認

証サービス（インターネット等によるオンライン取引等に際し、パスワードの⼊⼒その他両社所定の⽅法による本⼈認証を⾏うサービスをい

う。）である「J/Secure（TM）」（以下、併せて「MyJCB 等」という。）を⽤いたサービスが含まれ、原則として全ての会員は、

MyJCB 等（ただし、法⼈会員については MyJCB）に利⽤登録されるものとします。 

2. .MyJCB 等の利⽤に関しては、両社が別途定める「MyJCB 利⽤者規定」および「J/Secure(TM)利⽤者規定」が適⽤されるものとし

ます。 

3. カード使⽤者が「MyJCB」および「J/Secure（TM）」を利⽤しない場合（「MyJCB」または「J/Secure（TM）」の利⽤登録がなされ

ていない場合を含みます。）、カード使⽤者はオンライン取引によるショッピング利⽤ができない場合があります。 

4. 会員は、両社が認める場合、当社が別に定めるところに従い、MyJCB 等以外の WEB サービス（「MyJチェック」等を含むが、それらに

限らない。以下同じ。以下、MyJCB 等とその他の WEB サービスとを併せて「WEB サービス等」という。）の登録を⾏うことにより 

WEB サービスを利⽤することができます。なお、法⼈会員とカード使⽤者では WEB サービス等のうち利⽤できる機能が異なります。 

5. カード使⽤者は、E メールアドレスもしくは携帯電話番号またはそれらの両⽅を保有している場合には、両社所定の⽅法により、それらを

届け出るものとし、両社、JCB または当社から送信される E メールまたはショートメッセージを速やかに受信し確認することが可能な状態

を維持するものとします。なお、ショートメッセージは、両社が別途定める⽇より送信されるものとし、それまでは E メールによる送信のみと

なります。 

6. カード使⽤者は、両社に届け出た E メールアドレスまたは携帯電話番号を変更する場合、直ちに両社所定の届出を⾏うものとします。 

7. カード使⽤者が前⼆項に違反したことにより、会員に生じた損害について、両社の責めに帰すべき事由がある場合を除き、両社は⼀切責

任を負わないものとします。 

 

第６条 付帯サービス等 

4. 会員は、当社が認める場合、当社が別に定めるところに従い、WEB サービス（「MyJCB」「MyJ チェック」等を含むが、それらに限らな

い。以下同じ。）の登録を⾏うことにより WEB サービスを利⽤することができます。ただし、⼀部のカードについてはこの限りではありませ

ん。なお、法⼈会員とカード使⽤者では WEB サービスの利⽤内容が異なります。会員は、⼊会時または⼊会後遅滞なく、当社が別途

定める規定に同意のうえ、「MyJCB」および「MyJ チェック」に登録するための当社所定の⼿続きをとり、また当該登録を維持するよう努

めるものとします。 

第６条 付帯サービス等 

＜削除、以下項番繰上げ＞ 

第１０条 届出事項の変更 

1. 会員が両社に届け出た法⼈会員に係る法⼈名、法⼈代表者、代表使⽤者、連帯保証⼈、事業内容、実質的⽀配者、所在地、電

話番号およびお⽀払い⼝座（第 27 条に定めるものをいう。）、E メールアドレス等、ならびにカード使⽤者に係る⽒名、住所、電話

第１０条 届出事項の変更 

1. 会員が両社に届け出た法⼈会員に係る法⼈名、法⼈代表者、代表使⽤者、連帯保証⼈、事業内容、実質的⽀配者、所在地、電

話番号およびお⽀払い⼝座（第 27 条に定めるものをいう。）、E メールアドレス等、個⼈事業主会員に係る国籍、在留情報（個



番号、暗証番号、E メールアドレス等（以下「届出事項」という。）について変更があった場合には、両社所定の⽅法により遅滞なく両

社に届け出なければなりません。また、両社が会員に対して、会員の届出内容（変更に関する内容を含む。）を証する資料の提出を求

めた場合には、会員はこれを提出しなければなりません。 

⼈事業主会員が外国⼈である場合の在留資格、在留期間等をいう。）、ならびにカード使⽤者に係る⽒名、住所、電話番号、暗証

番号、E メールアドレス等（以下「届出事項」という。）について変更があった場合には、両社所定の⽅法により遅滞なく両社に届け出

なければなりません。また、両社が会員に対して、会員の届出内容（変更に関する内容を含む。）を証する資料の提出を求めた場合に

は、会員はこれを提出しなければなりません。 

第２章 会員情報の取り扱い 

第１３条 会員情報の収集、保有、利用、預託 

3. 会員等は、当社または JCB が会員情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 1 項(1)①②③④の会員情報を共同利⽤することに同意します（共同利⽤会社および利⽤目的

は本規約末尾に記載のとおりです。）。なお、本項に基づく共同利⽤に係る会員情報の管理について責任を有する者は JCB となりま

す。 

第２章 会員情報の取り扱い 

第１３条 会員情報の収集、保有、利用、預託 

3. 会員等は、当社または JCB が会員情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 1 項(1)①②③④の会員情報を共同利⽤することに同意します（共同利⽤会社および利⽤目 的 

は 次 の ホ ー ム ペ ー ジ に て 確 認 で き ま す 。https://www.jcb.co.jp/r/riyou/）。なお、本項に基づく共同利⽤に

係る会員情報の管理について責任を有する者は JCB となります。 

第３章 ショッピング利用 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は、カード使⽤者が加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非

接触 IC カード等を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、所定の売上票にカードの署名と同じ署名を⾏うこと、加盟店に設置

されている端末機に暗証番号を⼊⼒すること、または、署名と暗証番号の⼊⼒の両⽅を⾏うことにより、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。なお、売上票への署名または加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒等にかえて、所定の⼿続きを⾏うことにより、また

は売上票への署名や端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショッピング利⽤ができることがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、カード使⽤者はカードの提示および売上票への署名を省略することができます。 

4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、売上票への署名等を⾏い、残額（署名等を⾏った後、利

⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、売上票への署名等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める操作を求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒

した場合、カード使⽤者によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

 

第３章 ショッピング利用 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は、カード使⽤者が加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非

接触 IC カード等を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、原則として加盟店に設置されている端末機に暗証番号を⼊⼒する

ことによりショッピング利⽤を⾏うことができます。なお、JCB が認める場合には、加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒に

かえて、カードの署名と同じ署名を⾏うこと、またはその他の所定の⼿続きを⾏うことにより、端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショ

ッピング利⽤ができることがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、カード使⽤者はカードの提示および暗証番号の⼊⼒を省略することができます。 

4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、暗証番号の⼊⼒または、売上票への署名等（以下「暗証

番号⼊⼒等」という。）を⾏い、残額（暗証番号⼊⼒等を⾏った後、利⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、暗証番

号⼊⼒等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める本⼈認証⼿続きを求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは同規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒した場合、そ

の他両社が別に定める本⼈認証⼿続きに失敗した場合、カード使⽤者によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

第４章 お⽀払い方法その他 

第２８条 明細 

1. 当社は、当社所定の⽅法（法⼈会員が「MyJCB」および「MyJ チェック」に登録している場合は、電磁的記録の⽅法）により、約定⽀

払⽇に先⽴ち、カード利⽤の内容や約定⽀払額その他カード利⽤に関連する事項の明細（以下「明細」という。）を法⼈会員に通知

します。当社は、法⼈会員が「MyJCB」および「MyJ チェック」に登録している場合は、明細の内容が確定した後速やかに、明細の内容

が確定した旨の通知（以下「明細確定通知」という。）を法⼈会員が届け出た E メールアドレス宛に送信します。ただし、標準期間に

カード利⽤がなく、かつ約定⽀払額が 0 円である場合等、明細確定通知を省略することがあります。なお、年会費のみの⽀払いの場

合、明細の通知を⾏わない場合があります。 

第４章 お⽀払い方法その他 

第２８条 明細 

1. 当社は、当社所定の⽅法（法⼈会員が「MyJ チェック」に登録している場合は、電磁的記録の⽅法）により、約定⽀払⽇に先⽴ち、

カード利⽤の内容や約定⽀払額その他カード利⽤に関連する事項の明細（以下「明細」という。）を法⼈会員に通知します。当社は、

法⼈会員が「MyJ チェック」に登録している場合は、明細の内容が確定した後速やかに、明細の内容が確定した旨の通知（以下「明細

確定通知」という。）を法⼈会員が届け出た E メールアドレス宛に送信します。ただし、標準期間にカード利⽤がなく、かつ約定⽀払額

が 0 円である場合等、明細確定通知を省略することがあります。なお、年会費のみの⽀払いの場合、明細の通知を⾏わない場合があ

ります。 

第３２条の２ （取引の制限等） 第３２条の２ （取引の制限等） 



 (5) 個⼈事業主会員が在留期間（出⼊国管理及び難⺠認定法に基づく在留期間をいう。以下同じ。）の定めのある外国⼈である場合

であって、会員の届出によって当社が確認できる在留期間の満了⽇が経過した場合＜追加、以下項番繰下げ＞ 

第３３条 退会および会員資格の喪失等 

3. 会員（(4)または(8)のときは、それに該当するカード使⽤者（個⼈事業主会員を含む。）をいい、カード使⽤者が(1)、(2)、(3)、

(5)、(6)、(7)、(9)、(10)のいずれかに該当したときは、当該カード使⽤者のみならず、法⼈会員も含む。）は、次のいずれかに該当す

る場合、(1)、(4)においては当然に、(2)、(3)、(5)、(6)、(7)、(8)、(9)、(10)においては当社が会員資格の喪失の通知をしたとき

に、会員資格を喪失します。また、法⼈会員が会員資格を喪失した場合、当然にカード使⽤者も会員資格を喪失します。なお、⽀払

責任者は、本規約に基づき当社に対して負担する債務については、会員資格の喪失後も本規約の定めに従い⽀払義務を負うものとし

ます。また、⽀払責任者は、会員資格喪失後に会員がカードを利⽤した場合にも⽀払義務を負うものとします。なお、(8)に該当するカ

ード使⽤者が個⼈事業主会員の場合で、当該個⼈事業主会員の事業を引き継ぐ旨の申告をした者（以下「事業承継者」という。）

から、本契約上の地位の承継を希望する旨の申し出があり、当社がこれを認めた場合、事業承継者は法⼈会員として、本契約上の地

位を承継し、この場合、会員資格は喪失しないものとします。この場合、事業承継者は、第 2 条に定める⽀払責任者としての義務

（契約上の地位を承継する前に本契約に基づき発生した義務を含む。）を負うものとします。 

第３３条 退会および会員資格の喪失等 

3. 会員（(4)または(8)のときは、それに該当するカード使⽤者（個⼈事業主会員を含む。）をいい、カード使⽤者が(1)、(2)、(3)、

(5)、(6)、(7)、(9)、(10)、(11)のいずれかに該当したときは、当該カード使⽤者のみならず、法⼈会員も含む。）は、次のいずれかに

該当する場合、(1)、(4)、(11)においては当然に、(2)、(3)、(5)、(6)、(7)、(8)、(9)、(10)においては当社が会員資格の喪失の

通知をしたときに、会員資格を喪失します。また、法⼈会員が会員資格を喪失した場合、当然にカード使⽤者も会員資格を喪失しま

す。なお、⽀払責任者は、本規約に基づき当社に対して負担する債務については、会員資格の喪失後も本規約の定めに従い⽀払義

務を負うものとします。また、⽀払責任者は、会員資格喪失後に会員がカードを利⽤した場合にも⽀払義務を負うものとします。なお、

(8)に該当するカード使⽤者が個⼈事業主会員の場合で、当該個⼈事業主会員の事業を引き継ぐ旨の申告をした者（以下「事業承

継者」という。）から、本契約上の地位の承継を希望する旨の申し出があり、当社がこれを認めた場合、事業承継者は法⼈会員として、

本契約上の地位を承継し、この場合、会員資格は喪失しないものとします。この場合、事業承継者は、第 2 条に定める⽀払責任者と

しての義務（契約上の地位を承継する前に本契約に基づき発生した義務を含む。）を負うものとします。 

(11) 個⼈事業主会員が在留期間の定めのある外国⼈である場合であって、会員の届出によって当社が確認できる在留期間の満了⽇から、

当社所定の期間が経過したとき。 

第３６条 費用の負担 

⽀払責任者は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際して発生

する各種取扱⼿数料、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他の公租公課、および当社が債権の保全実⾏のために要した

費⽤を負担するものとします。 

第３６条 費用の負担 

1. ⽀払責任者は、⾦融機関等にて振込により⽀払う場合の⾦融機関等所定の振込⼿数料その他本規約に基づく債務の⽀払いに際し

て発生する各種取扱⼿数料、本規約に基づく費⽤・⼿数料等に課される消費税その他の公租公課、および当社が債権の保全実⾏の

ために要した費⽤を負担するものとします。 

2. ⽀払責任者が約定⽀払⽇に約定⽀払額を⽀払わなかった場合には、当社と⽀払責任者との間の精算のために当社に追加的に生じる

事務に要する費⽤（再振替費⽤、事務処理費⽤、通信費等）の⼀部として、当社または JCB が公表する⾦額を⽀払責任者は負

担するものとし、⽀払責任者は当社の請求に基づき、当該⾦員を第 27 条に定める⽅法により当社に対して⽀払うものとします。 

 附則＜追加＞ 

第５条の 2 第 1 項に基づき、会員が 2025 年 2 ⽉ 28⽇までに、⾃ら「MyJCB」または「J/Secure（TM）」（なお、法⼈会員にお

いては「MyJCB」のみ）の利⽤登録を⾏っていない場合、両社は、同⽇以降、当該会員につき、順次 MyJCB 等（なお、法⼈会員におい

ては「MyJCB」のみ）の登録を⾏います。 

 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

4. 第 13 条以降の条番号が、1 番繰り上がります。 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

＜削除＞ 

会員規約（大型法人用） 
改定前 改定後 

第１章 総則 

第１条 法人会員とカード使用者 

4. 法⼈会員は、カード使⽤者に対し、法⼈会員に代わってカード（当該カードのカード番号を含む。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基

づくカード利⽤（ショッピング利⽤（第 22 条に定めるものをいう。以下同じ。）および第 6 条に定める付帯サービス等の利⽤の全部

または⼀部をいう。また、モバイル端末等にカード番号を登録するなどして、当該モバイル端末等を使⽤したショッピング利⽤等をすることが

可能となった場合には当該⾏為を含む。以下同じ。）を⾏う⼀切の権限（以下「本代理権」という。）を授与します。なお、法⼈会員

第１章 総則 

第１条 法人会員とカード使用者 

4. 法⼈会員は、カード使⽤者に対し、法⼈会員に代わってカード（当該カードのカード番号を含む。以下同じ。）を使⽤して、本規約に基

づくカード利⽤（ショッピング利⽤（第 22 条に定めるものをいう。以下同じ。）、第 5 条の 2 に定める WEB サービスおよび第 6 

条に定める付帯サービス等の利⽤の全部または⼀部をいう。また、モバイル端末等にカード番号を登録するなどして、当該モバイル端末等

を使⽤したショッピング利⽤等をすることが可能となった場合には当該⾏為を含む。以下同じ。）を⾏う⼀切の権限（以下「本代理権」と



は、カード使⽤者に対する本代理権の授与について、撤回、取消または消滅事由がある場合は、第 33 条第 4 項所定の⽅法により

カード使⽤者によるカード利⽤の中止を申し出るものとします。法⼈会員は、この申し出以前に本代理権が消滅したことを、両社に対して

主張することはできません。 

いう。）を授与します。なお、法⼈会員は、カード使⽤者に対する本代理権の授与について、撤回、取消または消滅事由がある場合は、

第 33 条第 4 項所定の⽅法によりカード使⽤者によるカード利⽤の中止を申し出るものとします。法⼈会員は、この申し出以前に本

代理権が消滅したことを、両社に対して主張することはできません。 

第３条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれた IC 

カード（以下「IC カード」という。）を含みます。カード使⽤者は、カード（ただし、署名欄（サインパネル）が設けられていないカードを除

く。）を貸与されたときに直ちに当該カードの所定欄に⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

第３条 カードの貸与およびカードの管理 

1. 当社は、会員に対し、両社が発⾏するクレジットカード（以下「カード」という。）を貸与します。カードには、IC チップが組み込まれた IC 

カード（以下「IC カード」という。）を含みます。また、カード使⽤者は、カードを貸与されたとき、カードに署名欄（サインパネル）がある

場合は、直ちに当該カードの所定欄に⾃⼰の署名を⾏わなければなりません。 

 第５条の２ （WEB サービス等）＜追加＞ 

会員は、両者が認める場合、当社が別に定めるところに従い、WEB サービス（「JCB 法⼈カード WEB サービス」「MyJCB」「J/Secure

（TM）」等を含むが、それらに限らない。以下同じ。）の登録を⾏うことにより WEB サービスを利⽤することができます。ただし、法⼈会員とカ

ード使⽤者では WEB サービスの利⽤内容が異なります。法⼈会員は「JCB 法⼈カード WEB サービス」に、カード使⽤者は「MyJCB」およ

び「J/Secure（TM）」に、それぞれ⼊会時または⼊会後遅滞なく、当社が別途定める規定に同意のうえ、登録するための当社所定の⼿続

きをとり、また当該登録を維持するよう努めるものとします。 

 

第６条 付帯サービス等 

4. 会員は、当社が認める場合、当社が別に定めるところに従い、WEB サービス（「JCB 法⼈カードWEB サービス」「MyJCB」等を含む

が、それらに限らない。以下同じ。）の登録を⾏うことによりWEB サービスを利⽤することができます。ただし、法⼈会員とカード使⽤者で

は WEB サービスの利⽤内容が異なります。法⼈会員は「JCB 法⼈カード WEB サービス」に、カード使⽤者は「MyJCB」に、それぞれ

⼊会時または⼊会後遅滞なく、当社が別途定める規定に同意のうえ、登録するための当社所定の⼿続きをとり、また当該登録を維持す

るよう努めるものとします。 

第６条 付帯サービス等 

＜削除、以下項番繰上げ＞ 

第２章 会員情報の取り扱い 

第１４条 共同利用 

2. 会員等は、当社または JCB が会員情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 13 条(1)①②③④の会員情報を共同利⽤することに同意します（共同利⽤会社および利⽤目的

は本規約末尾に記載のとおりです。）。なお、本項に基づく共同利⽤に係る会員情報の管理について責任を有する者は JCB となりま

す。 

第２章 会員情報の取り扱い 

第１４条 共同利用 

2. 会員等は、当社または JCB が会員情報の提供に関する契約を締結した提携会社（以下「共同利⽤会社」という。）が、共同利⽤

会社のサービス提供等のため、第 13 条(1)①②③④の会員情報を共同利⽤することに同意します（共同利⽤会社および利⽤目的

は次のホームページにて確認できます。https://www.jcb.co.jp/r/riyou/）。なお、本項に基づく共同利⽤に係る会員情報の管理

について責任を有する者は JCB となります。 

第３章 ショッピング利用 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は、カード使⽤者が加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非

接触 IC カード等を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、所定の売上票にカードの署名と同じ署名を⾏うこと、加盟店に設置

されている端末機に暗証番号を⼊⼒すること、または、署名と暗証番号の⼊⼒の両⽅を⾏うことにより、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。なお、売上票への署名または加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒等にかえて、所定の⼿続きを⾏うことにより、また

は売上票への署名や端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショッピング利⽤ができることがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、カード使⽤者はカードの提示および売上票への署名を省略することができます。 

第３章 ショッピング利用 

第２２条 ショッピングの利用 

2. 会員は、カード使⽤者が加盟店の店頭（⾃動精算機の場合を含む。）において、JCB 所定の⽅法により、カードを提示し、または非

接触 IC カード等を所定の機器にかざし、加盟店の指示に従って、原則として加盟店に設置されている端末機に暗証番号を⼊⼒する

ことによりショッピング利⽤を⾏うことができます。なお、JCB が認める場合には、加盟店に設置されている端末機への暗証番号の⼊⼒に

かえて、カードの署名と同じ署名を⾏うこと、またはその他の所定の⼿続きを⾏うことにより、端末機への暗証番号の⼊⼒を省略して、ショ

ッピング利⽤ができることがあります。 

3. インターネット等によるオンライン取引等の通信⼿段を⽤いた非対⾯取引その他両社が特に認めた取引を⾏う加盟店においては、会員

は、加盟店所定の⽅法で、カード番号等を送信もしくは通知する⽅法により、または当該⽅法に加えてセキュリティコードもしくは 

J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを送信する⽅法その他両社が別に定める⽅法により、ショッピング利⽤を⾏うことができま

す。この場合、カード使⽤者はカードの提示および暗証番号の⼊⼒を省略することができます。 



4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、売上票への署名等を⾏い、残額（署名等を⾏った後、利

⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、売上票への署名等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める操作を求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒

した場合、カード使⽤者によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

 

4. 両社が特に認めたホテル・レンタカー等の加盟店における取引については、予め会員が加盟店との間で合意している場合には、会員は、

ショッピング利⽤代⾦額の⼀部についてのみ、加盟店に対してカードの提示、暗証番号の⼊⼒または、売上票への署名等（以下「暗証

番号⼊⼒等」という。）を⾏い、残額（暗証番号⼊⼒等を⾏った後、利⽤が判明した代⾦を含む。）についてはカードの提示、暗証番

号⼊⼒等を省略することができます。 

7. (4)ショッピング利⽤の申込者に対して、セキュリティコードまたは J/Secure(TM)利⽤者規定に定めるパスワードの⼊⼒その他両社が別

に定める本⼈認証⼿続きを求める場合があります。申込者がセキュリティコードまたは同規定に定めるパスワードを誤って⼊⼒した場合、そ

の他両社が別に定める本⼈認証⼿続きに失敗した場合、カード使⽤者によるカード利⽤を⼀定期間制限することがあります。 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

5. 第 13 条以降の条番号が、1 番繰り上がります。 

カード発⾏会社が（株）ジェーシービーの場合、会員規約が次のように変更されます。 

＜削除＞ 

 


